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《資料》
EU司法裁判所民事手続規則関係判例概観（２０１７年）
野 村 秀 敏
はじめに
EUは，イギリスの EUからの離脱問題や加盟各国における EUに懐疑的な諸
勢力の台頭などにより，おおいに揺らいでいることは周知のところである。しか
しながら，域内における経済的，社会的な結び付きの進展はとめようもない趨勢
であり，それを受けて，民事司法手続の分野でも，次々にそれに関わる規則が制
定されているばかりか，EU司法裁判所の先行判決もその数を増している。たと
えば，最も代表的かつ重要なこの分野の EU規則であるブリュッセル（a）規
則に関する先行判決の数は，２０１０年までに，前身のブリュッセル条約（１９７３年発
効）に関するものも含めて２００件ほどであったそうであるが（Stein/Jonas/Wagner,
ZPO, Bd. 10, 22. Aufl.（2011）, EuGVVO Einleitung vor Art.1 Rdnr.49），最近は毎
年１０件数件から１５件ほどの先行判決が公表されている。そして，それらの判例を
通して民事司法手続分野における１つの重要な国際協力のあり方を学ぶことは，
EUそれ自体を知るという意味において重要であるばかりでなく，国際化のただ
中にあるわが国の国際民事訴訟法学にとっても意義深いことであり，さらに場合
によっては，わが国内民事訴訟法学にとっても有用な視座をもたらしてくれる可
能性を秘めていると言ってよい（EU民事訴訟法研究の意義については，安達栄
司「EU民事訴訟法――その展開と研究の意義」野村秀敏＝安達栄司編著『最新
EU民事訴訟法判例研究』３頁以下（信山社・２０１３年），法務省大臣官房司法
法制部編『欧州連合（EU）民事手続法（法務資料４６４号）』１頁以下（法曹会・
２０１５年）参照）。そこで，私は，今野裕之教授の監修の下に，１９９９年４月から既
に約２０年にわたって国際商事法務誌上に連載中の「EC企業法判例研究」の一環
として，その時々において最新の EU民事手続規則関係の EU司法裁判所の先行
判決に関する判例研究を公にしてきたし，２０１３年には，他の方々によるものも含
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めて，同誌上に掲載された当該分野に関する判例研究を１つにまとめた研究書を
公刊させてもいただいた（野村＝安達編著・前掲書）。上記連載は現在も継続さ
れており，それはそれとして意義のあることではあるが，それだけでは，先に指
摘したように多数の判決が公にされている現在，EU民事手続法の全体像を知る
という意味では限界のあるのも事実である。そこで，それとは別に，当該分野に
関する最近の EU司法裁判所の全先行判決を，判旨に簡単な事実関係の紹介と解
説を付した上で紹介することとしたい。取り上げる民事司法手続関係の判例とし
ては，親族法関係は除いて，ブリュッセル（a）規則のほか，執行名義規則，
督促手続規則，少額事件手続規則，口座保全差押命令手続規則，送達規則，証拠
調べ規則，倒産手続規則に関するものを考えたが，口座保全差押命令手続規則，
証拠調べ規則に関しては，現在のところ，対象期間（２０１５年以降を予定している）
内においては該当判例を見出すことができなかった。また，判例の探索は，デー
タベース（juris online）に，キーワードとして裁判所名（EuGH）と規則名（EuGVVO,
EuVTVO，……）を投入して検索するという方法によった。ただし，ブリュッセ
ル（a）規則に関する EU司法裁判所の先行判決の２０１６年，２０１７年分に関して
は，EWS誌の２０１７年，２０１８年の Heft 2に，Sujeckiによる簡単な紹介が掲載され
ているので，それによった。なお，法務省大臣官房司法法制部編・前掲書は，基
本的には，春日偉知郎教授の手になる上記の各規則の解説付きの条文の翻訳をま
とめたものであり，以下でも参考にさせていただいた（ただし，各規則には，同
書４３頁以下掲記の先行研究もあり，それらも参考にさせていただいた）。また，
口座保全差押命令手続規則は時期的な関係もあって同書には収録されておらず，
野村秀敏『国際的民事紛争と仮の権利保護』９３頁以下，５６５頁以下（信山社・２０１７
年）を参照されたい。倒産手続規則も同書には収録されていないものの，同書９
頁掲記の研究・翻訳があるが，同規則は２０１５年に全面的に改訂されており，改訂
規則にはまだ翻訳はない。
 ブリュッセルa規則
１ ブリュッセルa 規則の適用範囲
第１条 本規則は，裁判権の種類にかかわらず，民事及び商事事件におい
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て適用される。本規則は，特に租税及び関税事件並びに行政法上の事件又
は主権の行使の枠内における作為若しくは不作為に関する国家の責任（主
権的行為）には適用されない。
 本規則は，以下の事項には適用されない。
a） 自然人の身分，権利及び行為能力並びに法定代理，夫婦財産制，又は
その関係に適用される法に従って婚姻に比較しうる効果を生ずる関係に
基づく財産制
b） 破産，和議及び類似の手続
c）～f） 省 略
 EU司法裁判所２０１７年３月９日判決―Case C−551/15, Pula Parking, ECLI :
EU : C : 2017 : 193１.
【判 旨】
ブリュッセルa規則１条１項は以下のように解釈される。地方公共団体が
その所有する団体に公共の駐車場の運営を委託している場合に，当該団体が，刑
罰の性格は有せず，単になされた給付の対価であるに過ぎない，未払いとなって
いる駐車場利用料金の取立てのために，他の加盟国に住所を有する自然人に対し
て提起する訴えは，ブリュッセルa規則の適用範囲に入る。
国内規定によって強制執行手続においてその者に付与された権能の枠内にお
いて，「信頼可能証書」に基づいて活動するクロアチアの公証人は，ブリュッセ
ルa規則の意味における「裁判所」ではない。
【事実の概要】
２０１０年，ドイツに住所を有する T氏は，クロアチアのプーラ市の有料公共駐
車場に車を停めた。プーラ市の所有する団体である Pula Parkingは，市長令に
よると，市営駐車場の管理のほか，駐車料金の取立てについても権限を有してい
た。T氏は，発行された駐車票から明らかとなる駐車料金を支払わなかった。そ
こで，管轄公証人は，クロアチア強制執行法に従い，「信頼可能証書（glaubwürdige
Urkunde）」，すなわち Pula Parkingの帳簿記録の抄本に基づいて，約１８ユーロ超
１ 本判決の判例研究として，Rauscher, DAR 2017, 257 ; Roth, IPRax 2018, 41.
EU司法裁判所民事手続規則関係判例概観（２０１７年） 203
の支払命令を発布した。当該支払命令に対する異議について裁判するプーラ市裁
判所は，先行判決を求めて，幾つかの問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
ブリュッセルa規則１条１項によると，同規則は民商事事件には適用になる
が，行政事件には適用にならない。そこで，市営駐車場を管理する市所有に属す
る団体が，駐車料金の取立てのために追行する訴訟は民商事事件でなければ，同
規則の適用を受けないことになるが，判旨第１点は，以下のような理由により，
この点を肯定した（本判決理由第３５節～第３７節）。ある訴訟がブリュッセルa
規則の適用を受けるかを判断するためには，当事者間に存在する法律関係を特定
し，提起された訴えの基礎とその提起の態様を検討しなければならない。Pula
Parkingは地方公共団体から権能の委譲を受けている。しかし，私法上の契約に
基づく未払いの駐車料金の徴収も，民法規定に従ってなされなければならないそ
の取立ても，プーラ市や Pula Parkingの高権的権能の行使を必要とさせるもの
ではない。Pula Parkingは駐車料金の取立てでもって，罰金を徴収しているわけ
ではない。Pula Parkingは，駐車票の交付によって，そのほかの計算書の所持者
と同様に，強制執行法の規定に沿った手続の開始を可能ならしめる信頼可能証書
を援用することができるようになるに過ぎないから，利用者への駐車票交付に
よって，執行名義を取得するわけではない。
また，同規則は裁判の承認と執行のための規則であるから，その対象となる裁
判という判断行為をした主体は「裁判所」でなければならない。ところが，同規
則自体は「裁判所」の定義をしておらず，クロアチア政府はその概念はクロアチ
アの公証人を含むように広く解釈されるべきであるとの見解を主張したようであ
るが，判旨第２点は，以下のような理由により，これを排斥した（本判決理由第
５４節・第５６節・第５８節）。「裁判所」の概念の解釈に際しては，他の加盟国の
裁判所が下した裁判を同定し，ブリュッセルa規則が求めている円滑さをもっ
てそれを執行することを加盟国の裁判所に可能とする必要性を考慮に入れなけれ
ばならない。規則の規定の基礎にある，加盟国の秩序的な司法への相互の信頼と
いう原則の遵守は，他の加盟国における執行が求められている裁判が，独立性と
不偏性を保証されており，対審手続の原則が遵守されている手続で下されたこと
を前提としている。クロアチアの公証人は裁判所システムの一部を構成してい
ない。強制執行法の規定によると，それは，信頼可能証書に基づいて執行手続開
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始の申立てについて決定することを求められる。決定の送達を受けた被告は異議
を申し立てることができる。異議の申立てを受けた公証人は，異議手続を実施す
るために記録を管轄裁判所に送付し，その裁判所が異議について裁判する。執
行命令発布のための公証人の手続は，対審的性格を有しない。
なお，EU執行名義規則との関連で，判旨第２点と同趣旨のことが本判決と同
日付けの Ibrica Zufikarpšic´事件（事件）判決判旨第１点でも述べられている。
 EU司法裁判所２０１７年６月１４日決定―Case C−67/17, Iliev, ECLI : EU : C :
2017 : 459２.
【決定要旨】
基本事件における紛争のような，ある加盟国の国民であるが，他の加盟国に住
所を有する夫婦の婚姻中に取得された動産の――離婚の宣告後の――分割に関わ
る紛争は，ブリュッセルa規則の適用範囲に入らず，夫婦財産制ひいては１条
２項 aの例外規定の下に入る。
【事実の概要】
I氏（ブルガリア国民）と I夫人（イタリア・ブルガリア二重国籍）は，２００７
年６月１日にブルガリアで婚姻したが，２０１５年７月２日にシュメン（ブルガリア）
地区裁判所の離婚判決によって離婚した。それに続いて，I氏は，ヴァルナ（ブ
ルガリア）地区裁判所に，I夫人が購入し，２００９年１１月にその名で登録された自
動車の分割を求めて訴えを提起した。I氏は，自動車はイタリアで I夫人単独名
義で登録されているとしても，婚姻中に共同の資金によって購入したものであり，
ブルガリア家族法典の規定によって平等の割合で両当事者の共有に属すると主張
する。I夫妻は，ブルガリアで住民登録をしているが，婚姻・自動車の購入・離
婚判決・基本事件の訴え提起時を通じてイタリアに常居所を有していた。I夫人
は１０年来継続してイタリアに居住し，働いていた。２０１６年３月１４日に I夫人はブ
ルガリアの役所に，イタリアに居住しており，イタリアの役所から交付を受けた
身分証明書にはアルバ（イタリア）の住所が記載されていると届け出た。I夫人
は，ブリュッセルa規則４条１項によりイタリア裁判所が管轄権を有するはず
２ 本決定の判例研究として，Dimmler, FamRB 2018, 3 ; Mussera, FamRZ 2018,
2009 ; Looschelders, IPRax 2018, 591.
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であるとして，ブルガリア裁判所の国際裁判管轄を争う。ヴァルナ地区裁判所は，
先行判決を求めて，国際裁判管轄に関する問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
EU司法裁判所手続規則９９条によると，同裁判所は，先行判決を求めて付託さ
れた問題が既に判断された問題と一致し，当該問題に対する回答が先例から明確
に導かれうるものであるときは，報告者の提案により，法務官の意見聴取後，何
時でも，理由を付した決定によって裁判すると決定することができる。この規定
が適用されたために，本件事案の裁判の形式は判決ではなく，決定となっている。
基本事件の事案が夫婦財産制に関わるものと性質決定されればブリュッセル
a規則は適用にならず（同規則１条２項 a参照），その場合には，ブルガリア国
際私法典４条１項２号（「ブルガリア裁判所とその他のブルガリア官庁は，原告
又は申立人がブルガリア国民又はブルガリア法の法人であるときは，国際裁判管
轄を有する。」）によって，ブルガリア裁判所の国際裁判管轄が肯定される。他方，
夫婦財産制に関するものではないということになれば，ブリュッセルa規則４
条（被告住所地国の原則的裁判管轄）によってイタリア裁判所が国際裁判管轄権
を有することになり，ブルガリア裁判所のそれは否定される。そこで基本事件の
事案が夫婦財産制に関するものであるか否かが問題となったのであるが，本決定
はこれを否定したものである。
本決定はまず，de Caval事件判決（Judgment of 27 March 1979 in de Caval,
143/78, ECLI : EU : C : 1979 : 83, para.7）を引用しつつ，「ブリュッセルa規則
１条２項 a（ブリュッセル条約１条２項１号）の『夫婦財産制』との概念は，若
干の国内法中で特別に，かつ専ら，婚姻という法律関係のために規定された財産
制だけではなく，婚姻またはその解消に直接起因するすべての財産法上の関係を
も同様に包括するものである」とのその判示を確認する（本判決理由第２８節）。
そして，これを前提として，婚姻またはその解消に直接起因する夫婦間の財産法
上の関係に関連する，離婚手続中の夫婦の財産に関する争いは，そこでブリュッ
セルa規則１条１項 aによる「夫婦財産制」が問題となっているから，同規則
の適用範囲から排除されるとする（本判決理由第３０節）。
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 EU司法裁判所２０１７年１１月９日判決―Case C−641/16, Tünkers, ECLI : EU :
C : 2017 : 847３.
【判 旨】
倒産手続の枠内で取得された事業分野の譲受人に対して，債務者が製造した製
品の独占的販売業者と不当に自称したとの非難を加えて行う，不正競争を理由と
した損害賠償請求訴訟は，ブリュッセルa規則１条２項 bの適用を受けず，倒
産手続を開始した裁判所の管轄には属しない。
【事実の概要】
E社は，自動車産業において，ある製品の製造業者として活動していたが，そ
の製品のフランスにおける独占販売権を E France社に与えていた。２００６年７月
１４日，ダルムシュタット（ドイツ）区裁判所は，E社の財産に関する倒産手続を
開始した。倒産管財人は，２００６年９月１３日に，T社とある事業分野の譲渡に関す
る仮合意を行った。管財人は，２００６年９月２２日に，T社の子会社であるW社に
当該事業分野を譲渡した。そこで，T社は，多数の書面でもって，E France社
の顧客に対し，今後は T社に対して注文をするように要請した。E France社は
そこに取引上の不正行為を見て，２０１３年２月２５日に，T社とそのフランスの子会
社 T Franceに対して，損害賠償請求訴訟を提起した。被告らはフランス裁判所
の管轄権を争い，当該訴訟に関しては，２０００年 EU倒産手続規則３条１項（類推）
によって，ダルムシュタット区裁判所に付随的管轄が認められると主張した。第
１審，第２審ともこの管轄の抗弁を却下したが，破毀院は，先行判決を求めて，
そのような付随的管轄が認められるかの問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
ブリュッセルa規則は，EU加盟各国相互の関係において，訴訟に関する裁
判所の管轄を規律する一般法である。他方，２０００年５月２９日の EU倒産手続規則
は，その領域内に債務者が主たる利益の中心を有する加盟国の裁判所に倒産手続
開始に関する管轄権を認めているから（同規則３条１項），倒産手続に関連した
訴訟はこの倒産裁判所の管轄に属することになりうる。そうすると，ある訴訟に
関する国際裁判管轄権がブリュッセルa規則によって定まる裁判所に属するの
３ 本判決の判例研究ないし本判決を契機とする論文として，Cranschaw, jurisPR−
InsR 1/2018 Anm.1 ; Schmidt, EWiR 2017, 737 ; Swierczok, DZWIR 2018, 162 ;
Mankowski, NZI 2018, 46 ; Guski, ZIP 2018, 2395.
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か，EU倒産手続規則の定める倒産裁判所に属するのかが問題となりうる。本判
決は，以下の理由により，基本事件で問題となった訴訟の国際裁判管轄権はブ
リュッセルa規則によって定まる裁判所にあるとしたものである。
主倒産手続の裁判所は，直接倒産手続に由来し，それと密接な関連を有する
すべての訴えについて管轄権を有する（本判決理由第１９節）。
訴えが直接倒産手続に由来するかについて基準となるのは，当該訴訟が位置
している訴訟上のコンテクストではなくして，その法的な基礎である。この点で
は，当該訴えの基礎にある請求権または法的な義務が民商事法の一般的な規定に
由来しているのか，あるいは倒産手続のための特別規定に基づいているのかを検
討しなければならない（本判決理由第２２節）。（これらの点は，従来の確定判例を
再確認したものである。Judgment of the Court of 4 September 2014 in Nickel &
Goeldner Spedition, C−157/13, ECLI : EU : C : 2014 : 2145, paras.22, 27.）
不正競争を理由とする損害賠償請求訴訟は，倒産手続のための特別規定に基
づくものではない（本判決理由第２３節・第２７節）。
２００９年７月２日の SCT Industri事件判決（C−111/08, EU : C : 209 : 419, para.
33）では，倒産手続の枠内において実行された持分の譲渡に向けられた訴えは，
倒産手続規則の適用を受けるとされた。しかし，SCT Industri事件では，持分を
譲渡した破産管財人は国内破産法の規定によるとあるはずの優先権を行使しな
かったと非難されているが，本件基本事件では，譲受人の行為だけが問題となっ
ている（本判決理由第２４節・第２５節）。
E France社は，自身の利益を擁護するためにのみ行動したのであり，倒産
手続における債権者の利益擁護のために行動したのではない。当該の訴えは，T
社と，その行為が倒産法の規律以外の規律に服する T社のフランスの子会社に
向けられている。その訴えの結果は倒産手続に影響を及ぼしえない（本判決理由
第２６節）。
密接な関連性の基準も満たされていない。損害賠償訴訟は，倒産手続の枠内
における事業分野の譲受人である T社に向けられてはいる。しかし，取得され
た権利は，譲受人の財産中に流入すると直ちに，もはや債務者の倒産との直接的
な関連性を有し得ないこととなっている（本判決理由第２９節）。
２０００年倒産手続規則は，２０１５年５月２０日付けの改訂 EU倒産手続規則（Regula-
tion（EU）2015/897 of the European Parliament and of the Council of 20 May
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2015 on insolvency proceeding, OJ L 141, 5.6.2015, p.19−72）によって全面的に改
訂されており，後者は２０１７年６月２６日から適用されている。改訂規則の３条１項
は２０００年規則３条１項に相当する規定であり（より詳細になっている），改訂規
則６条１項は，「その主権領域内で第３条によって倒産手続が開始された加盟国
の裁判所は，たとえば否認訴訟のような，倒産手続に直接由来し，それと密接な
関連を有するすべての訴訟について管轄権を有する。」とし，の判例理論を明
文化している。したがって，本判決の判断は，改訂規則の下でもそのまま妥当す
る。
 EU司法裁判所２０１７年１２月２０日判決―Case C−649/16, Valach, ECLI : EU : C :
2017 : 946４.
【判 旨】
ブリュッセルa規則１条２項 bは，債権者委員会の委員に対して，倒産手続
における再生計画の決議に際してのその態度を理由として提起された，不法行為
を理由とする損害賠償請求訴訟に適用になり，そのような訴えは，その結果，同
規則の客観的な適用範囲から排除される。
【事実の概要】
VAV社はスロヴァキア法による会社であり，その財産に関してスロヴァキア
で再生手続が開始された。他方，W銀行，C銀行，B市は債権者委員会の委員
に選任された。２０１５年１２月１５日の期日で，債権者委員会が VAV社の提出した再
生計画案を否決した結果，再生手続は挫折し，その後の破産手続で VAV社の財
産が換価されることとなった。V氏と Vv夫人は，再生計画案の否決の結果とし
て VAV社に対する彼らの持分の価値が大きく下落し，利益を喪失したと主張し
た。さらにプロジェクト会社である SC社ら５社は，建築計画の挫折ないしその
遅延によって損害を被ったという。V氏，Vv夫人，SC社らは，クレムス（オー
ストリア）地裁に損害賠償請求訴訟を提起し，W銀行ら３者は，スロヴァキア
民法典４１５条（財産等に対して損害が発生しないように行動すべき義務を定め
る。）の一般的な予防義務とスロヴァキア倒産法上の債権者委員会委員としての
４ 本判決の判例研究ないし本判決を契機とする論文として，Undritz, EWiR 2018,
243 ; Swierczok, DZWIR 2018, 162 ; Hüber, NZI 2018, 151 ; Mankowski, NZI 2018,
234 ; Guski, ZIP 2018, 2395.
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義務，とりわけすべての債権者の共通の利益をはかるべき義務に違反し，それ故，
スロヴァキア民法典４２０条（法的義務の違反によって生じた損害に関する違反者
の損害賠償義務を定める。）によって，生じた損害について責任を負うと主張し
た。
クレムス地裁も抗告審のウィーン高裁も国際管轄の不存在を理由に訴えを却下
した。高裁の却下の理由は，本件訴えは，倒産手続によって設置された義務的機
関が，債権者全体の利益をはかるためにそれに課された義務を遵守しなかったと
いうことに関連しているから，倒産手続に属するものであり，したがって，倒産
手続に付随する手続として，ブリュッセルa規則１条２項 bの除外規定の適用
を受けるというものであった。破毀抗告審であるオーストリア最高裁は，ブリュッ
セルa規則と EU倒産手続規則の関係に疑問を抱き，先行判決を求めて，本件
訴えの国際裁判管轄上の問題点を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
本件事案においても，Tünkers事件（前出事件）におけるのと同様に，ブリュッ
セルa規則と２０００年５月２９日の EU倒産手続規則の適用範囲の限界付けが問題
になっている。そこで本判決は，この限界付けの一般的基準として，Tünkers事
件判決の点を再確認している（本判決理由第２７節・第２９節）。そして，以下
のような理由で，の２つの基準が満たされているとし，本件事案はブリュッセ
ルa規則１条２項 bにより，同規則の適用範囲外であるとした。
まず，第１の基準（当該訴えが直接倒産手続に由来するか）に関しては次のよ
うに言う（本判決理由第３３節～第３６節）。本件損害賠償請求訴訟では，破産手
続開始の原因となった債権者委員会における再生計画案に対する反対投票によっ
て，同委員会の委員がすべての債権者の共通の利益をはかるべき義務に違反した
かが問題とされている。したがって，当該訴訟は，倒産手続の開始に伴って設
置される必置の機関である債権者委員会が，この種の手続について適用される国
内法の規定によって特別に負わされる機能を果たすことの直接的かつ分離するこ
とのできない結果である。	それ故，そのような損害賠償義務は，その由来を倒
産法上の特別規定に見出すものと言わなければならない（Tünkers事件判決の
視点）。また，第２の基準（当該訴えと倒産手続との密接な関連性）に関しては，
以下のとおりである（本判決理由第３８節）。
再生計画案に対する反対投票を理
由とする債権者委員会の委員の責任の有無を判断するためには，倒産手続におけ
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るこの委員会の義務がどの程度まで及ぶのか，反対投票がこの義務と調和しえた
のかを検討しなければならない。そこで，そのような義務は，倒産手続と直接
的かつ密接な関連を有し，したがって，この手続の進行と密接に結び付いている
と言える。
本判決の判断も改訂規則の下でもそのまま妥当することは，言うまでもない。
２ 裁判管轄
第７条 加盟国の領域内に住所を有する者は，以下のときは，それぞれ当該
箇所に定める他の加盟国の裁判所において訴えられうる。
１．a） 契約又は契約に起因する請求が手続の対象となっているときは，義務
が履行された又は履行されるべき地の裁判所
b） 本規則の意味において――かつ，別段の合意のない限りにおいて――
義務の履行地とは，以下の地をいう。
――動産の売買については，それが契約に従って引き渡された又は引き
渡されるべきであった加盟国の地
――役務の提供については，それが契約に従って行われた又は行われな
ければならなかったであろう加盟国の地
c） bが適用されないときは，aが適用になる。
２． 不法行為若しくは不法行為に等しい行為，又はそのような行為に起因す
る請求が手続の対象であるときは，損害をもたらす出来事が発生した又は
発生するおそれのある地の裁判所
３．～７． 省 略
 EU司法裁判所２０１７年６月１５日判決―Case C−249/16, Kareda, ECLI : EU : C :
2017 : 472５.
【判 旨】
融資契約のある連帯債務者が他の連帯債務者に対して提起した求償訴訟の対
象は，ブリュッセルa規則７条１号の意味における「契約又は契約に起因する
５ 本判決の判例研究として，Mankowski, EWiR 2017, 577.
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請求」である。
２人の連帯債務者が金融機関と締結した，基本手続において問題となってい
るような融資契約は，ブリュッセルa規則７条１号 b第２段落の意味における
「役務の提供に関する契約」と性質決定されるべきである。
金融機関が２人の連帯債務者に融資を行った場合，ブリュッセルa規則７
条１項 b後段の意味にける「『役務の提供』が契約に従って行われた又は行われ
なければならなかったであろう地」とは，別段の合意がない限り，――ある連帯
債務者の他の連帯債務者に対する求償訴訟について裁判しなければならない裁判
官の土地管轄の決定に関しても――当該金融機関の所在地である。
【事実の概要】
B氏（オーストリアに住所を有するオーストリア国民）と K夫人（エストニ
ア国籍を有し現在はエストニアに居住するが，正確な住所は不明）は，オースト
リアにおいて同居していた２００７年に代金１９万ユーロで戸建て住宅を購入し，その
持分２分の１ずつの共有者となった。その際，両者が連帯債務者となって，オー
ストリアの銀行から購入資金の融資を受けた。K夫人は，２０１１年末に，B氏との
同棲関係を解消し，エストニアに生活の本拠を移した。２０１２年６月以降は，B氏
が融資を受けた債務を単独で返済しており，B氏は，K夫人を相手取って，ザン
クトペルテン（オーストリア）地裁に，返済金額の半額の求償を求めて訴えを提
起した。
K夫人のために選任された送達管理人はオーストリアの国際裁判管轄と同地裁
の土地管轄を争った。第１審裁判所は国際裁判管轄を否定したが，抗告審のウィ
ーン高裁は国際裁判管轄・土地管轄を肯定した。破毀抗告審のオーストリア最高
裁は，先行判決を求めて，管轄に関わる幾つかの問題点を EU司法裁判所に付託
した。
【解 説】
ブリュッセルa規則７条１号は「契約又は契約に起因する請求」に係る訴訟
に関する義務履行地の裁判所の特別管轄を定めるとともに，役務提供契約に関し
て，その義務履行地の定義規定を置いている。判旨第１点は，連帯債務者の１人
から他の連帯債務者に対する求償訴訟が「契約又は契約に起因する請求」に係る
訴訟であることを肯定したものである。その際，本判決はまず，「契約又は契約
に起因する請求」という概念は，訴えがその不履行に基礎を置いている契約に起
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因するすべての義務を含むということを確認している（本判決理由第３０節）。そ
して，このことは，共同の債務の他の連帯債務者の負担部分を全部または一部支
払った連帯債務者の，他の連帯債務者に対する求償訴訟との関係でも当てはまる
とする。そのような訴えは契約の存在に基づいているから，ブリュッセルa規
則の適用について，連帯債務者間の法律関係と，この法律関係を根拠づけてその
基礎となっている法律関係を分離することは不自然であるからである（本判決理
由第３１節）。また，本判決は，ローマ規則（契約債務の準拠法に関する欧州議
会及び理事会規則）６（Regulation（EC）No 593/2008 of the European Parliament
and of the Council of 17 June 2008 on the law applicable to contractual obliga-
tions（Rome I）, OJ L 177, 4.7.2008, p.6−16）１６条との整合性を保った解釈との観
点からも，このように解すべきであるとする。なぜなら同条は，連帯債務者の１
人が債権者に全部または一部の支払をしたときは，この債務者の他の債務者に対
する求償権については，債権者に対するこの債務者の義務について適用になる法
による，と定めているからである（本判決理由第３２節）。
求償権が契約に起因する権利であるとすると，次に問題となるのがその基礎に
なっている融資契約が役務提供契約であるかであるが，判旨第２点は，従来から
争いのあったこの問題点を肯定した。その際，まず前提として，「役務提供とい
う概念は，少なくとも，役務を提供する当事者が対価と引換えに一定の活動を行
うことを意味する」とした先例（Judgment of the Court of 14 July 2016, in
Granarolo, C−196/15, ECLI : EU : C : 2016 : 559, para.37）を確認する。そして，
債務者が金融機関と締結する融資契約の場合，役務の提供は，債務者が原則とし
て利息という形で支払う対価と引換えで，金融機関が債務者に金銭を委ねる点に
見ることができるとする（本判決理由第３５節・第３６節）。ここでは，先例で要求
されていた「活動」の要素が無視ないし軽視されているように見える。
ともあれ，第２の問題が肯定されれば，さらに義務履行地である役務提供地は
どこかが問題となるが，これを金融機関の所在地としたのが判旨第３点である。
理由として，役務提供地は当該契約の特徴的な義務を基準に決定されるが，融資
契約の場合，特徴的な義務は融資の実行であるので，その実行の地である金融機
６ この規則については，高橋宏司「契約債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会
規則（ローマ規則）」同志社法学６３巻６号１頁以下（２０１２年）参照。ただし，１６
条には言及していない。
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関の所在地が役務提供地となると述べる（本判決理由第４１節・第４２節）。そして，
求償訴訟は連帯債務者が金融機関と締結した融資契約に基づいているから，この
ことは求償訴訟に関しても当てはまるとする（本判決理由第４３節・第４４節）。ま
た，両当事者が消費者であるからブリュッセルa規則１７条・１８条の消費者事件
の特別管轄（消費者の住所地国の裁判所に管轄が認められる。）が適用されるべ
きであるとの主張に関しては，当該規定は消費者同士の訴訟には適用にならない
旨を確認している（本判決理由第４５節）。義務履行地の特別管轄は，国際裁判管
轄と同時に国内の土地管轄を定める二重機能を有しているというのが EU司法裁
判所の確定判例であるから（野村＝安達編著・前掲（はしがき）１６８頁参照），以
上のことは土地管轄に関しても当てはまる（本判決理由第４６節）。
 EU司法裁判所２０１７年１０月１７日判決―Case C−194/16, Bolagsupplysningen,
ECLI : EU : C : 2017 : 766７.
【判 旨】
インターネット上のそれに関する誤った情報の公開と，それに関わるコメン
トを削除しないことによって人格権を侵害されたという法人は，ブリュッセル
a規則７条２号によって，当該情報の訂正，コメントの削除の義務付けおよびす
べての損害の賠償を求める訴えを，その利益の中心が所在する加盟国の裁判所に
提起することができる。
当該法人がその定款上の本拠の加盟国以外の加盟国で大部分の活動を行ってい
るときは，この別の加盟国において，損害結果の発生地との連結の下に，侵害の
原因者と名指しする者を訴えることができる。
インターネット上のそれに関する誤った情報の公開と，それに関わるコメン
トを削除しないことによって人格権を侵害されたという法人は，ブリュッセル
a規則７条２号によって，その主権領域においてインターネット上に公表された
７ 本判決の判例研究ないし本判決を契機とする論文として，Breckheimer, jurisPR−
IWR 6/2017 Anm.1 ; Papadopoulos, jurisPR−IWR 6/2017 Anm.2 ; Keilmann, BB
2017, 2574 ; Bach, NJW 2017, 3436 ; ders., EuZW 2018, 68 ; Hollwitz, EWiR 2018,
287 ; Hau, GRUR 2018, 163 ; Kartheuser, ITRB 2018, 4 ; Stadler, JZ 2018, 94 ; Ettig,
K&R 2018, 33 ; Kubis, WRP 2018, 139 ; Ahrens WRP 2018, 17 ; Sack, WRP 2018,
897 ; Klinpert, WRP 2018, 1038.
214 専修法学論集 第１３６号
情報にアクセスできる，またはできた各加盟国において，当該情報の訂正および
コメントの削除の義務付けを求める訴えを提起することはできない。
【事実の概要】
スウェーデン法人である SH社が，インターネット上に，エストニアに本拠の
ある B社が詐欺を行っているとのブラックリストを公開した。そのウェブサイ
トのコメント欄には，約１，０００もの書込みがなされ，その中には B社やその従業
員に対する暴力行使の呼掛けさえ見出される。B社は，これにより，そのスウェ
ーデンにおける経済活動に支障が生じ，日々重大な損害が生じていると主張する。
B社は，SH社を相手取って，エストニアの裁判所に，B社に関するウェブサイ
ト上の誤った情報の訂正とコメントの削除並びに損害賠償の支払を求めて，訴え
を提起した。
第１審，第２審とも，以下の理由によってブリュッセルa規則７条２号の適
用を否定しつつ，エストニア裁判所の国際裁判管轄を認めずに訴えを却下した。
すなわち，訴状によると，エストニアで損害が発生したということではない。問
題の情報とコメントはスウェーデン語で書かれており，翻訳なしには，エストニ
アで生活している人々には理解できない。問題の情報の理解は，文章上の前後関
係に依存している。エストニアで損害が発生したことは証明されておらず，売上
はスウェーデンクローネで記述されており，このことは，損害はスウェーデンで
発生しているということを示唆する。問題のウェブサイトにエストニアでアクセ
スできるという事情によっては，エストニアの裁判所は本件を扱わなければなら
ないということを自動的に基礎付けうることにはならない。
B社がエストニアの最高裁に上訴を提起したところ，同裁判所は，先行判決を
求めて，管轄に関わる複数の問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
ブリュッセルa規則７条２号は，「不法行為若しくは不法行為に等しい行為，
又はそのような行為に起因する請求」に係る訴えは，「損害をもたらす出来事が
発生した又は発生するおそれのある地」の加盟国の裁判所に提起することができ
るとして，不法行為地の特別管轄を定めている。そして，その不法行為地とは加
害行為地と結果発生地の双方を意味するというのが EU司法裁判所の確定判例で
あるが（野村＝安達編著・前掲（はしがき）２２９頁参照），インターネットによる
権利・法益侵害の場合，ウェブサイトにアクセス可能な場所が結果発生地である
EU司法裁判所民事手続規則関係判例概観（２０１７年） 215
とすれば，すべての EU加盟国の裁判所に不法行為に基づく訴えの管轄が認めら
れることになりかねない。無論，このような解釈は適切ではないから，これまで
にも，EU司法裁判所は，これに一定の制限をかける判断を繰り返してきた。す
なわち，そういった判例としては，既に，商標権侵害（Judgment of the Court of
19 April 2012, in Wintersteiger, C−523/10, ECLI : EU : C : 2012 : 220８），自然人の
人格権侵害（Judgment of the Court of 25 October 2011, in eDate Advertising
GmbH, C−509/09 and C−161/10, ECLI : EU : C : 2011 : 685９），著作権侵害（Judg-
ment of the Court of 3 October 2013, in Peter Pinckney, C−170/12, ECLI : EU :
C : 2013 : 635１０ ; Judgment of the Court of 22 January 2015, in Hejdk, C−441/13,
ECLI : EU : C : 2015 : 28），選択的流通合意違反（Judgment of the Court of 21 De-
cember 2016, in Concurrence, C−618/15, ECLI : EU : C : 2016 : 976１１）の各々に関
するものがあるが，法人の人格権侵害に係る本判決はこれらに一例を加えるもの
である。
判旨第１点は，インターネット上の誤った情報の公開等により人格権を侵害さ
れたと主張する法人は，不法行為地管轄に基づいて，当該情報の訂正等とすべて
の損害の賠償を求める訴えを，その利益の中心の所在する加盟国の裁判所に提起
しうること，および，その利益の中心の決定基準を判示した。そのためにまず，
本判決は，結果発生地としての利益の中心の所在地国である加盟国において，イ
ンターネットによって人格権を侵害されたと主張する自然人は，その侵害によっ
て生じた全損害の賠償を求める訴えを提起しうるとした EU司法裁判所の先例
（Judgment of the Court of 25 October 2011, in eDate Advertising GmbH, C−509/
09 and C−161/10, ECLI : EU : C : 2011 : 685, para.52）を引用し，そのことは法人
８ この判決の詳細については，今野裕之「インターネット上の商標権侵害と裁判管
轄」国際商事法務４０巻１２号１９２０頁以下（２０１２年）参照。
９ この判決の詳細については，安達栄司「インターネットにおける人格権侵害の国
際裁判管轄」国際商事法務４１巻２号２８２頁以下（２０１３年），同「インターネット上の
名誉・信用毀損事件における国際裁判管轄」上野古稀『現代民事手続の法理』１８頁
以下（弘文堂，２０１７年）参照。
１０ この判決の詳細については，野村秀敏「インターネットによる著作権侵害と国際
裁判管轄」国際商事法務４２巻４号６２６頁以下（２０１４年）参照。
１１ この判決の詳細については，野村秀敏「選択的流通合意違反と不法行為地の国際
裁判管轄」国際商事法務４７巻７号（２０１９年）掲載予定。
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の場合にも当てはまるとする（本判決理由第３２節・第３８節）。ただし，自然人の
利益の中心はその常居所の所在地にあるのが通常であるが，法人の場合の利益の
中心の決定基準に関しては，その営業上の評判が最も確実に根付いている地が問
題となるとし，したがって，その経済活動の本質的な部分が行われている地が決
定されなければならないとする。そして，この地は，経済活動は別の加盟国にも
及びうるから，定款上の本拠がある加盟国にあるとは限らないという（本判決理
由第４１節）。その上で，基本事件においては，B社は，経済活動の大部分を定款
上の本拠においては行っておらず，別の加盟国において行っていることを指摘し，
さらに，利益の中心が不明の場合には，法人が全損害の賠償を訴求しうる結果発
生地はないことになると付け加える（本判決理由第４２節・第４３節）。すなわち，
ここでは，利益の中心以外の結果発生地の加盟国では，当該加盟国において発生
した損害に関する賠償のみを訴求しうるとする，いわゆるモザイク理論が指示さ
れているのである。
判旨第２点は，インターネット上の情報の訂正およびコメントの削除の義務付
けを求める訴えを，当該インターネット上のウェブサイトにアクセスできる（で
きた）加盟国であれば，どこの加盟国であっても提起できるというわけではない
ことを判示したものである。すなわち，そのような訴えを提起できる結果発生地
の裁判所は，被害者に生じた全損害に関する賠償を訴求しうる，その利益の中心
の所在する加盟国の裁判所に限られるとし，理由として，当該情報やコメントの
訂正・削除に向けられた申立ては不可分一体のものであることを指摘する（本判
決理由第４８節）。
 EU司法裁判所２０１７年７月１３日判決―Case C−433/16, Bayerische Motoren
Werke, ECLI : EU : C : 2017 : 550１２，１３.
【判 旨】
EU意匠規則８２条は以下のように解釈される。すなわち，同規則８１条 bによ
る共同体意匠を侵害していない旨の確認を求める訴えは，被告が EU加盟国に住
１２ 本判決の判例研究として，Koechel, IPRax 2018, 165があるが，専らの項目で取
り上げる応訴管轄の問題を検討するものである。なお，本判決については，欧州連
合知的財産庁（EUIPO）／日本国際知的財産保護協会事務局訳「EUIPOニュース
（１１１）」AIPPI６２巻１２号１１８４頁以下（２０１７年）に簡単な紹介がある。
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所を有するときは，当該加盟国の共同体意匠裁判所の面前に提起されるべきであ
る。ただし，ブリュッセル規則２３条または２４条の意味における管轄の合意が存
在する場合はこの限りではなく，また，当該規則中にあげられた訴訟係属と関連
手続の場合も別とする。
ブリュッセル規則５条３号の管轄規則は，EU意匠規則８１条 bによる共同
体意匠を侵害していない旨の確認を求める訴えには適用にならない。
ブリュッセル規則５条３号の管轄規則は，意匠を侵害していない旨の確認
を求める訴えと関連している，市場支配的地位の濫用と不正競争の確認を求める
申立てには適用にならない。ただし，侵害していない旨の確認を求めるこの訴え
が認容されるときにのみ，当該申立てが認容されうるときに限る。
【事実の概要】
イタリアに本拠を有する A社は，自動車の車輪のホイールの製造・販売会社
である。このホイールは共同体意匠として登録された他の自動車メーカー
（BMW）の製造するホイールの模造品であるが，A社の見解によると，EU意匠
規則１１０条１項（「同規則発効の時点まで，複合的な製品の部品として，当該製品
の元々の形態を回復するために，その修繕を可能とする目的で使用されている意
匠については，共同体意匠としての保護は及ばない。」）のために，BMWの意匠
の侵害とはならない。A社は，BMWに対して，ナポリ（イタリア）地裁に，BMW
の意匠を侵害していない旨の確認と，BMWによる市場支配的地位の濫用および
不正競争の確認を求めて訴えを提起した。BMWはナポリ地裁でイタリア裁判所
の管轄を争い，さらに，事件の地裁への係属中に，イタリア破毀院に管轄の問題
に関する先行判断を求めた。イタリア破毀院は，先行判決を求めて，EU意匠規
則の管轄規定とブリュッセル規則の不法行為地管轄との関係に関する幾つかの
１３ ブリュッセル規則は加盟国の間ではブリュッセル条約に代わるものであり，そ
の場合には，後者への言及は前者へなされているものとみなされる（ブリュッセル
規則６８条）。したがって，本件はブリュッセル規則が適用される事案であるが
（同規則は２０１５年１月９日まで適用された），本件事案で問題となっているブリュッ
セル条約２条・５条３号・１７条・１８条は，それぞれブリュッセル規則２条・５条
３号・２３条・２４条へと，さらにそれらはブリュッセルa規則４条・７条２号・２５
条・２６条１項となっている。ただし，それらの間には，本件事案で問われているこ
とに影響を及ぼすような内容的な変更はない。
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問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
EU意匠規則（Council Regulation（EC）No 6/2002 of 12 December 2001 on
Community designs, OJ L 003, 05/01/2002 p.1−24）１４７９条１項は，同規則に別段
の定めのない限り，共同体意匠に関する手続にはブリュッセル条約が適用になる
とし，同条３項 aは，８１条掲記の訴えと反訴に係る手続への同条約２条（任意管
轄としての被告住所地の加盟国裁判所の原則的管轄）・５条３号等の適用を除外
している。また，EU意匠規則８０条１項によると，加盟各国は，その領域内に，
第１審および第２審のできるだけ限られた数の国内裁判所を，共同体意匠裁判所
として指定しなければならない。同規則８１条は，共同体意匠裁判所が専属管轄を
有する事件を列挙し，その bに，国内法が許容している限りでの共同体意匠が
侵害されていない旨の確認訴訟をあげている。さらに，国際裁判管轄に関する同
規則８２条１項は，８１条掲記の訴えと反訴に係る手続は被告住所地の加盟国の管轄
に属することを原則とする旨，同条４項は，１項等にもかかわらず，別の共同体
意匠裁判所の管轄につき，合意管轄，応訴管轄に関するブリュッセル条約１７条・
１８条の規定が適用される旨を定める。
A社がイタリア裁判所に共同体意匠の侵害に関する消極的確認の訴えを提起し
たのは，当該侵害を不法行為と捉えて，ブリュッセル条約の後身であるブリュッ
セル規則５条３号の不法行為地管轄に依拠してのことであると思われる。そこ
で，そのような訴えは，EU意匠規則による管轄の規律に従い，ドイツ（本件事
案の被告の住所地国）の共同体意匠裁判所の管轄に専属するのではないかが問題
となり，判旨第１点はその点を肯定したものである。その際まず，本判決は，EU
意匠規則の管轄規定はブリュッセル規則に対する特別法であるから，前者の８１
条掲記の訴えと反訴に係る手続に関しては，その管轄規定のみが適用になること
を強調する（本判決理由第３８節・第３９節）。そこで，EU意匠規則８２条の文言か
１４ EU意匠規則の詳細に関しては，青木博道「欧州共同体意匠規則」知的財産政策
学研究１０号１８９頁以下（２００６年）参照。なお，本判決に関係する同規則の条文につ
いては，日本弁理士会のホームページ（https : //www.jpaa.or.jp/）に翻訳・解説が
ある。日本弁理士会＞知的財産の情報＞欧州広域＞共同体意匠の関する訴訟の管轄
権
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ら直ちに，但書後段のことを別として，判旨第１点のことが導かれるとする（本
判決理由第４０節）。なお，但書後段中の「訴訟係属と関連手続の場合」とは，ブ
リュッセル規則２７条の同一請求に関する重複訴訟の場合と同規則２８条の関連請
求に関する訴えが別に係属した場合のことであり，その場合は別とは，そちらに
関する規律が EU意匠規則の規律よりも優先する（本判決理由第４１節）という趣
旨である。
さらに，本判決は，EU意匠規則７９条１項 aの明文規定を援用することにより
（本判決理由第４４節），簡単に判旨第２点の結論を導いている。
最後に問われたのが，当該消極的確認の訴えが認容されるときにのみ認容され
るとの意味で，意匠を侵害していない旨の確認を求める訴えと関連している，市
場支配的地位の濫用と不正競争の確認を求める申立ては，ブリュッセル規則５
条３号の適用を受けるか，EU意匠規則の管轄規則の適用を受けるか，の問題で
あり，判旨第３点は，前者は適用にならないとしたものである。理由としては，
共同体意匠の侵害の有無は市場支配的地位の濫用と不正競争の有無の前提問題と
なっていること（本判決理由第４９節），したがって，後者の問題が共同体意匠裁
判所とは別個の裁判所で扱われることになれば，前者の問題に関しても判断され
ることになり，意匠権者と侵害（していると主張されている）者との間の，前者
が後者による模造品の製造を禁止する権利を有するかに関する訴訟について，不
法行為地管轄を排除しようとした EU意匠規則７９条３項１aの実際上の有効性が
害されてしまうこと（本判決理由第５０節），が指摘されている。
第８条 加盟国の領域内に住所を有する者は，以下のときも，それぞれ当該
箇所に定める他の加盟国の裁判所において訴えられうる。
１． 複数の者がまとめて訴えられるときは，別々の手続において矛盾した裁
判がなされうることを回避するために，共通の弁論と裁判が命ぜられてい
ように見える程に訴えの間に密接な関係がある限りで，被告の１が住所を
有する加盟国の裁判所
２．～４． 省 略
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 EU司法裁判所２０１７年９月２７日判決―Cases C−24/16 and C−25/16, Nintendo,
ECLI : EU : C : 2017 : 724１５.
【判 旨】
基本手続における事情の下では，侵害訴訟が係属し，その国際裁判管轄が，第
１被告に関しては EU意匠規則８２条１項に，別の加盟国に所在する第２被告に関
しては，その者が第１被告が販売する製品を製造し，第１被告に供給していると
の理由によって，ブリュッセル規則６条１号・EU意匠規則７９条１項に基づい
ている共同体意匠裁判所は，原告の申立てに基づいて，第２被告に対して，上記
の供給以外の第２被告の行動にも拡張的に及び，EUの全領域に妥当する，EU
意匠規則８９条１項・８８条２項の措置に係る命令を発令することができる。
【事実の概要】
フランスに所在する BF社は，据置型ゲーム機の付属品を製造・販売する会社
であり，他方，BF社の子会社であり，ドイツに所在する BD社は，その付属品
をドイツとオーストリアにおいて販売している。その際，BD社は在庫を持たず，
注文を受ける都度 BF社から当該付属品の供給を受け，また販売活動は主として
インターネットを通じて行っている。N社（Nintendo）は，BF社と BD社によ
る当該付属品の販売は自社の共同体意匠を侵害していると主張して，デュッセル
ドルフ（ドイツ）地裁に，両者を相手どって，EU域内における当該意匠の使用
差止めを求めるとともに，一定の情報の提供や計算等を求めるその他の申立てを
して訴えを提起した。デュッセルドルフ地裁は，BD社に対する請求は地理的限
定を付することなく認容した。他方，BF社に対する差止請求に関しては，同様
に地理的限定なしに認容したが，その他の申立てに関しては，その判決の効力は
当該付属品の BD社への供給と関連した行動に限定されるとの制限を付しつつ認
容した。この判決に対して N社と BD社・BF社の双方から控訴が提起されたと
ころ，BF社は，ドイツ裁判所が，BF社に対して，EUの全領域に妥当する命令
を発令する国際裁判管轄を有することを争った。控訴審のデュッセルドルフ高裁
１５ 本判決の判例研究ないし本判決を契機とする論文として，Kur, GRUR 2017, 1127 ;
Grüger, GRUR-Prax 2018, 65 ; Hackbarth, GRUR-Prax 2018, 90 ; Kubis, ZGE/IPJ
Bd.9（2017）, 471 ; Schulte IPRax 2019, 202. なお，本件事案で問題となっているブ
リュッセル規則６条１号は，現在，ブリュッセルa規則８条１号となっている
が，それらの間に内容的な変更はない。
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は，先行判決を求めて，管轄の問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
BD社に関しては，EU意匠規則８２条１項・８１条 a（共同体意匠に係る侵害訴
訟をあげる）によって，ドイツ裁判所に管轄があることに問題はない。他方，EU
意匠規則８９条１項は，「共同体意匠裁判所が，侵害手続において侵害またはその
おそれの存在を確認するときは，……侵害行為の禁止命令，……当該状況に適合
するその他の命令を発する。」と，同規則８８条２項は，「本規則によって把握され
ないすべての問題において，共同体意匠裁判所は国際私法を含むその国内法を適
用する。」と定めている。N社の申立てはこれらの規定に基づくものであって，
そのうちのその他の申立てに関しては受訴裁判所所在地の国内法（ドイツ法）が
適用される。また，後述のような理由により，BF社が BD社ともにドイツ裁判
所に訴えられるためには，それに対する訴えと BD社に対する訴えとの間に事実
状態の同一性が必要である。そこで，BF社は，N社のその他の申立ては，この
同一性の認められる限度で，地理的射程を限定してのみ認容されうるとの趣旨の
主張をした。
本判決はこの BF社の主張を排斥したものであるが，まず，EU意匠規則はブ
リュッセル規則に対する特別規定であり（本判決理由第４２節。事件判決を引
用している），前者に特段の定めのない限り，後者が適用される旨（EU意匠規
則７９条１項はこの旨を定める）を指摘しつつ，その特段の定めがないから，共同
体意匠に関する手続にはブリュッセル規則６条１号が全面的に適用になる旨を
確認している（本判決理由第４４節）。ただし，その適用のためには，別々の被告
に対する同一の原告の訴えの間に，別々の手続において矛盾した裁判がなされる
ことを回避するために，共通の裁判が命ぜられていように見えさせる程の関連性
が存在することが必要である。その際，裁判は，法的争いに関して異なった判断
がなされるという理由だけで互いに矛盾すると見ることはできず，この矛盾が，
事実と法律状態が同一であるにもかかわらず生じてしまうという場合でなければ
ならない（本判決理由第４５節）。そして，本判決は，同一のコンツェルンに属す
る被告ら数社が，それらの会社のうちの１社が策定した共通の経営戦略に従って，
共同体商標を侵害するか，侵害するおそれのある同一のまたは類似の態様で行動
した場合には同一の事実状態が存在するとした先例（Judgment of the Court of 13
July 2006, in Roche Nederland and Others, C−539/03, ECLI : EU : C : 2006 : 458,
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para.34１６）を引用しつつ，この基準に照らし，かつ，本件事案の事実関係を前提
とすると，BF社自身の名での販売行為を含めて，BF社と BD社の全行動に関
して事実関係の同一性が肯定されるとする（本判決理由第５１節・第５２節）。
さらに，本判決は，EU商標規則（Council Regulation（EC）No 40/94 of 20 De-
cember 1993 on the Community trade mark, OJ L 11, 14/1/1994, p.1–36）１７に基づ
く共同体商標を侵害し，または侵害するおそれのある行為の禁止の地理的射程は，
禁止を宣告した共同体商標裁判所の管轄の及ぶ範囲と当該共同体商標の権利者の
排他的権利の及ぶ地理的範囲によって限定されるとした先例（Judgment of the
Court of 12 April 2011, in DHL Express France, C−235/09, ECLI : EU : C : 2011 :
238, para.33１８）を引用しつつ，この原則は共同体意匠にも妥当するとする（本判
決理由第５３節・第５４節）。そして，N社のその他の申立てを容れた命令の地理的
射程もこの原則に従って検討されるべきであるとしつつ，共同体意匠は，EUの
全領域で統一的な保護を受け，同一の効力を有することを指摘する（本判決理由
第５８節～第６０節）。また，侵害訴訟が係属し，第１被告に関しては EU意匠規則
８２条１項に，別の加盟国に所在する第２被告に関してはブリュッセル規則６条
１号・EU意匠規則７９条１項に管轄が基づいている共同体意匠裁判所の管轄の地
理的な射程については，侵害訴訟の共同体意匠裁判所の管轄の範囲に関しては自
律的に解釈されるべきであるが，EU意匠規則８３条１項は，８２条１項ないし４項
に管轄の基礎を置く裁判所は，各加盟国において行われたか，行われるおそれの
ある侵害行為について管轄権を有する旨を規定していることを指摘する（本判決
理由第６１節）。そして，この管轄の地理的射程については明文規定はないが，裁
判所所在地国に所在しない被告に関しても，EU意匠規則の体系（８３条２項が８２
条５項に管轄の基礎のある裁判所の管轄についてのみ，明文で，裁判所所在地国
１６ この判決の詳細については，安達栄司「EUの特許権侵害訴訟における国際的併
合管轄の可否」野村＝安達編著・前掲（はしがき）２３５頁以下参照。
１７ この規則については，飯田幸郷『欧州共同体商標制度新講』（発明協会・１９９７年）
参照。
１８ この判決については，Patrick Boyle／日本国際知的財産保護協会事務局訳「共同
体商標の権利行使に関する地理的範囲および強制的措置について明確化した最近の
欧州連合司法裁判所の判決」AIPPI５６巻７号４８７頁以下（２０１１年）に紹介と簡単な
コメントがある。
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の侵害行為に管轄を限定している）と目的（EU全域における登録意匠の実効的
な保護）に鑑みて，EUの全領域に及ぶものとしなければならないとする（本判
決理由第６３節～第６６節）。
第１１条 加盟国の領域内に住所を有する保険者は，以下の裁判所に訴えら
れうる。
a） 省 略
b） 他の加盟国において保険契約者，被保険者又は保険金受取人が訴え
を提起するときは，原告が住所を有する地の裁判所，又は
c） 省 略
 省 略
第１３条 省 略
 被害者が保険者に直接提起する訴えについては，そのような直接的訴え
が適法である限り，第１０条，第１１条及び第１２条が適用される。
 省 略
 EU司法裁判所２０１７年７月２０日判決―Case C−340/16, KABEG, ECLI : EU :
C : 2017 : 576１９.
【判 旨】
第１の加盟国に所在する労務受領者は，交通事故の結果として労働能力を喪失
した労務提供者の報酬を継続的に支払って，当該事故に関わった自動車が付保さ
れている第２の加盟国所在の会社に対する労務提供者の権利を承継したときには，
ブリュッセル規則９条１号 b・１１条２項の意味における「被害者」たる資格に
おいて，保険会社を第１の加盟国の裁判所に訴えることができる。ただし，その
１９ 本判決の判例研究ないし本判決を契機とする論文として，Klein, jurisPR−ArbR 41/
2017 Anm.3 ; Mankowski, VersR 2017, 1484 ; Staudinger/Papadopoulos, LMK 2017,
395642 ; Dörner, IPRax 2018, 158 ; Weller/Schmidt, GPR 2018, 309. なお，本件事
案で問題となっているブリュッセル規則９条１項 b・１１条２項は，現在，ブリュッ
セルa規則１１条１項 b・１３条２項となっているが，それらの間に内容的な変更は
ない。
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ような直接訴訟が適法である場合に限る。
【事実の概要】
オーストリアの公法上の機構である原告 Kは，クラーゲンフルト（オースト
リア）地裁に，フランスに所在する保険会社であるMI社に対して，損害賠償請
求の訴えを提起した。Kで働く労働者の１人が，イタリアで自転車に乗っている
際に，MI社に付保されている自動車との交通事故の被害者となった。Kは，そ
の労働者が事故を原因として療養中に，その法律上の義務の履行として，継続的
に賃金を支払った。その結果，オーストリア法により，発生した財産法上の請求
権は，法定代位によって，Kに移転した。そこで，Kは上記の訴えを提起したの
であった。地裁はオーストリア裁判所の管轄を肯定し，グラーツ高裁は否定した
ので，破毀抗告審であるオーストリア最高裁は，管轄の問題に関して先行判決を
求め，EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
Kは，ブリュッセル規則９条１項 b・１１条２項によって，その事務所所在地
の裁判所であるオーストリア裁判所が保険会社に対する訴えについて国際裁判管
轄を有すると主張している。これに対し，MI社は，当該規定は「弱者」である
当事者保護を目的とした規定であるから，使用者である Kには適用にならない
と反論した。これに対し，本判決は，本件のような労務受領者はこれらの規定の
意味における「被害者」との資格を援用しうるとして，国際裁判管轄を肯定した
ものである。
その際まず，本判決は，ブリュッセル規則の枠内における「弱者」との概念
は，保険事件では，消費者契約や個別労働契約の場合よりもより広い広がりを有
している点を確認する（本判決理由第３２節）。そして，報酬を継続的に支払う労
務受領者が，ブリュッセル規則１１条２項の意味における「被害者」の概念の下
に入りうる「弱者たる当事者」とみなされうるかの問題を個別事件ごとに判断す
ることとすれば，法的不安定の危険をもたらすことになるであろうし，規則の考
慮事由にあげられている管轄規定の高度な予見可能性との目標にも矛盾すること
になると指摘する（本判決理由第３４節）。そこで，労務提供者の損害賠償請求権
に法定代位した労務受領者は，その規模や法的形態に関係なく，ブリュッセル
規則１１条２項によって，８条ないし１０条の特別管轄規定を援用しえてよいという
ことを出発点とすべきであり，そうすると，労働能力を喪失している間，労務提
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供者の報酬を継続支払した結果，その権利に代位し，この資格においてのみ，労
務提供者に生じた損害の賠償を求める訴えを提起する労務受領者は，被告である
保険者よりも弱者であるとみなすことができ，したがって，その本拠の所在する
加盟国の裁判所に訴えを提起する可能性を有しなければならないとする（本判決
理由第３５節・第３６節）。
第１５条 本節〔保険事件の管轄を定める第２章第３節〕の規定と異なった合
意は，以下のいずれかのときにのみすることができる。
１．～４． 省 略
５． 合意が，第１６条にあげられた危険の１つ又は複数を填補する保険契約に
関するものであるとき
第１６条 第１５条第５号にあげられた危険とは，以下のものをいう。
１． 以下のものについてのすべての損害
a） 海上船舶，沿岸及び外洋の施設又は航空機。ただし，事業目的のため
の使用と結び付いた危険に起因する損害に限る。
b） 省 略
２． 旅客の人的損害又はその旅行手荷物の損害についての責任を除いて，以
下に掲げる，すべての種類の責任
a） 第１号 aによる海上船舶，施設又は航空機の使用又は運用に起因する
責任。ただし，――最後にあげたものに関わるが――航空機が登録され
ている加盟国の法規定により，そのような危険の保険に関して管轄の合
意が禁止されているときは，この限りではない。
b） 省 略
３．～５． 省 略
 EU司法裁判所２０１７年７月１３日判決―Case C−368/16, Assens Havn, ECLI :
EU : C : 2017 : 576２０.
【判 旨】
ブリュッセル規則１３条５号・１４条２号 aは，以下のように解釈される。加害
者の保険者に対して直接訴えを提起することができる被害者は，保険者と加害者
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との間でなされた管轄の合意に拘束されない。
【事実の概要】
２００７年秋，スウェーデン法人である S社は，デンマーク所在の工場に砂糖大
根を輸送したが，その経路の一部である Aから N（デンマーク）までの輸送は
船によって行われた。そして，そのために，S社は，I社のそれを含む何隻かの
タグボートを傭船し，当該タグボートでの輸送のために NM社と賠償責任保険
契約を締結したが，その契約には，ロンドンの高等法院を専属管轄裁判所とする
旨の管轄の合意が含まれていた。２００７年１１月２４日，I社のタグボートが A港に入
港する際に事故が発生し，船着き場を損傷した。そうこうする間に S社が破産
するに至ったので，A港は，デンマークの海事・商事裁判所に，NM社は加害者
に代わって責任を負う保険会社であるとの理由により，同社に対する損害賠償請
求の訴えを提起した。同裁判所は，管轄の合意は被害者である A港も拘束する
として，訴えを却下した。上訴審であるデンマーク最高裁は，デンマーク法によっ
て A港の保険者 NM社に対する直接訴訟が適法である旨を確認しつつ，管轄の
合意の拘束力の問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
ブリュッセル規則は，保険事件の管轄について特別規定を定めつつ，他方で，
管轄の合意によってその特別規定により定まる裁判所とは別個の裁判所を管轄裁
判所とすることを認めている。本件事案では，その管轄の合意が，被害者から保
険者に対する直接訴訟において，合意の当事者ではない事故の被害者を拘束する
かが問われ，本判決はこれを否定したものである。
本判決はまず，ブリュッセル規則１３条５号・１４条２号 aは管轄の合意に関す
る上記のような内容の規定であることを確認しつつ，これらの規定は，１１条２項
によると，被害者の保険者に対する直接訴訟には適用にならない旨を指摘する（本
判決理由第３３節・第３４節）。そして，保険事件における管轄規定の体系からも，
管轄の合意は被害者に対して対抗しえないとして（本判決理由第３５節），以下の
ような理由をあげる。すなわち，１３条の列挙は，当事者が保険事件における管轄
２０ 本判決の判例研究として，Mankowski, IPRax 2018, 233. なお，本件事案で問題と
なっているブリュッセル規則１１条２項・１３条５号・１４条２号 a・２３条５項は，現
在，ブリュッセルa規則１３条２項（事件の前に既出）・１５条５号・１６条２号 a・
２５条５項となっているが，それらの間に内容的な変更はない。
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規定から離れることができる場合に関する限定列挙である（本判決理由第３７節）。
２３条５項によると，管轄の合意は１３条の規定に反する場合には効力を有しない。
これらの規定からすると，保険事件における管轄規定から離れることは厳格に解
釈されなければならないことになる（本判決理由第３８節）。
第２１条 加盟国の領域内に住所を有する使用者は，以下のいずれかの裁判
所に訴えられうる。
a） 省 略
b） 他の加盟国における
i） 労働者が，そこにおいて又はそこから，通常労務を給付する又は最
後に通常労務を給付した地の裁判所，又は
ii） 省 略
 省 略
 EU司法裁判所２０１７年９月１４日判決―Cases C−168/16 and C−169/16,
Nogueria and Others, ECLI : EU : C : 2017 : 688２１.
【判 旨】
ブリュッセル規則１９条２号 aは以下のように解釈される。航空会社で就労し，
またはそこに派遣されている航空乗務員の訴えの場合，受訴裁判所の管轄を明確
にするために，当該規定の意味における「労働者が通常労務を給付する地」との
概念は，民間航空における技術的規定と行政手続の調和のための規則の付録の
意味における「本拠地（Heimatbasis）」と等置されることはできない。ただし，
「本拠地」の概念は，「労働者が通常労務を給付する地」を決定するための重要な
徴表である。
２１ 本判決の判例研究ないし本判決を契機とする論文として，Ulrici, jurisPR−ArbR 43
/2017 Anm.5 ; ders., EuZW 2017, 947 ; Mankowski, EWiR 2017, 947 ; Esser,
ArbRB 2017, 310 ; Temming, NZA 2017, 1437 ; Van den Bergh, ArbuR 2018, 563 ;
von Mohrenfels, EuZA 2018, 236. なお，本件事案で問題となっているブリュッセル
規則１９条２号 aは，現在，ブリュッセルa規則２１条１項 b）となっているが，
それらの間の相違については，本文【解説】参照。
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【事実の概要】
（C−１６９／１６事件）２００８年４月２１日，スペインの O氏は，アイルランドの航空会
社 R社と，客室乗務員として勤務するための労働契約を締結した。この契約は
英語で書かれており，かつ，その履行，終了に関連して生ずる紛争に関するアイ
ルランド裁判所の管轄とアイルランド法を準拠法とする旨を定めていた。契約は，
アイルランドで登録されており，R社が所有する航空機の機内でなされるとの理
由で，O氏の客室乗務員としての労務給付はアイルランドでなされたものとみな
される旨も規定していた。さらに，O氏の「本拠地」として，シャルルロワ（ベ
ルギー）空港が指定されており，同氏は，そこから１時間以内の場所に居住する
ことが義務付けられていた。２０１１年６月１６日に，O氏は解雇された。２０１１年１２月
８日付けの訴状により，O氏は，本件にはベルギー法が適用になり，ベルギー裁
判所に管轄があると主張しつつ，シャルルロワ労働裁判所に補償を求めて訴えを
提起した。第１審は管轄を否定し，第２審のモンス高等労働裁判所が，管轄の問
題を EU司法裁判所に付託した。
（C−１６８／１６事件）原告である N夫人ら（ポルトガル，スペイン，ベルギー国籍）
が R社に直接雇用されているのではなく，C社に雇用されており，そこから R
社に派遣されていた点と被告が C社であるという点以外は，事実関係はほぼ C−
１６９／１６事件のそれと同様である。EU司法裁判所長官は両事件の併合を決定した。
【解 説】
本判決はまず，自律的解釈によってブリュッセル規則，特にその管轄規定の
統一的適用が確保され，管轄の予見可能性が高められること（本判決理由第４５節
～第４８節），その労働事件に関する管轄規定は弱者保護を目的としていること（本
判決理由第４９節），その管轄規定はそれ自体で完結的なものであること（本判決
理由第５１節）を指摘する。そして，ブリュッセル規則２１条は，紛争が生じた後
に合意がされたときか，労働者に対して労働事件の管轄に関する節によって管轄
が認められる裁判所に管轄を認めるものであるときにのみ管轄の合意は有効であ
るとしており，本件の管轄の合意はこれらの要件のいずれも満たしていない旨を
指摘する（本判決理由第５２節～第５４節）。
そうすると，ベルギー裁判所に管轄が認められるためには，ベルギーがブリュッ
セル規則１９条２号 aの「労働者が通常その労務を給付する地」と言えるか，つ
まり労務給付地の解釈が問題となるが，本判決は，それは広く解釈されるべきで
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あるとしつつ，そこでは，労働者が，そこにおいて又はそこから，使用者に対す
るその義務の本質的部分を実際に履行する地が問題とされるとする（本判決理由
第５７節・第５９節）。そして，この地を決定するために国内裁判所は様々な徴表を
考慮しなければならないとしつつ（本判決理由第６１節），特に，労働者が乗務員
としての労務の給付をするために出立し，戻ってきたり，そのための指示を受け
取り，その労務提供の準備をし，労務提供のための手段が所在する地がどこの加
盟国にあるかを探求しなければならないとする（本判決理由第６３節）。また，基
本事件のような事案では，その機中で労務の給付が通常行われる航空機がどこに
駐機しているかも考慮されるべきであるとし，結局，労働者が，そこにおいて又
はそこから，通常労務を給付する地の概念は，他の EUの法行為に由来する概念
と等置することはできないと結論付ける（本判決理由第６４節・第６５節）。
付託裁判所であるモンス高等労働裁判所は，民間航空における技術的規定と行
政手続の調和のための規則（Council Regulation（EEC）No 3922/91 of 16 Decem-
ber 1991 on the harmonisation of technical requirements and administrative pro-
cedures in the field of civil aviation, as amended by Regulation（EC）No 1899/
2006 of the European Parliament and of the Council of 12 December 2006, OJ L
377, 27.12.2006, p.1−175）２２の付録中の「本拠地」（「乗務員が，通常，そこで勤
務時間または一連の勤務時間を開始して終了し，かつ，航空会社が，通常，そこ
での宿泊について責任を負わないとして，航空会社が乗務員に対して指定する
地」と定義される〔ANNEX /SUBPART Q/OPS 1.1095〕）は，そこから導かれ
る連結基準は締約国と最も密接な結び付きを有し，契約関係の最大の弱者に最も
適切な保護を与えるから，それと「そこで労働者が通常労務を給付する地」は等
置されるべきではないかを問うていた。しかし，上記のところから，EU司法裁
判所はこれを否定する（本判決理由第６６節）。ただし，そうであるからと言って，
本拠地の概念は，「そこから労働者が通常労務を給付する地」の決定に際して重
要ではないということを意味しないとする。労務給付地の決定に際しては様々な
徴表を考慮に入れなければならないが，「本拠地」の概念はその１つとして重要
２２ EU域内における民間航空交通における安全基準の調和のための規則。同規則は
その後も数回，改訂されており，最新の改訂は２００８年１２月２７日の規則 No 859/2008
によるものである。
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な役割を演じうるからである（本判決理由第６７節～第６９節）。
本件事案はブリュッセル規則の適用される事件であるが，本判決当時，既に
ブリュッセルa規則が公布されていた。本判決は前者の１９条２号 aの「そこで
労働者が通常労務を給付する地」の概念を，「労働者が，そこにおいて又はそこ
から，通常労務を給付する地」の趣旨であると拡張的に解釈したが，これは，後
者の２１条１項 b）の明文を先取りしたものである。このような文言の追加は，
まさに航空乗務員を念頭に置いてなされたものであった（Proposal for a REGU-
LATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND THE COUNCIL on the law
applicable to contractual obligations（Rome I）, COM（2005）650 final, p.8）。
第２４条 当事者の住所にかかわらず，加盟国の以下の裁判所は専属的な管轄
権を有する。
１．～３． 省 略
４． 特許権，商標権，意匠権及びモデル並びに寄託又は登録を必要とする類
似の権利の，登録又は有効性を対象とする手続については，問題が訴えの
方法で提起されるのか抗弁の方法で提起されるのかにかかわりなく，その
領域内で寄託又は登録が申請若しくは受理された，又は EUの法行為若し
くは国際条約の規定に基づいて受理されたとみなされる加盟国の裁判所
１９７３年１０月５日にミュンヘンで署名された欧州特許権の付与に関する条
約による管轄権のほか，各加盟国の裁判所は，当該加盟国について付与さ
れた欧州特許権の付与又は有効性について専属的な管轄権を有する。
５． 省 略
 EU司法裁判所２０１７年１０月５日判決―Case C−341/16, Hanssen Beleggingen,
ECLI : EU : C : 2017 : 738２３.
【判 旨】
ブリュッセル規則２２条４号は，ある者が正当に商標権者として登録されたの
か否かの問題の解明のための訴訟には適用にならない。
【事実の概要】
１９９５年１０月９日の K氏の死亡により，同氏が有していた，あるベネルクス商
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標を相続したとして，２００３年１１月１４日，ドイツに居住する K夫人がベネルクス
商標庁に自己をその商標権者として登録すべき旨の申請を行い，それが認められ
た。オランダ法人 H社は，K氏は生前に当該商標を何重にも譲渡しており，し
たがってそれはその相続財産には属していなかったと主張しつつ，デュッセルド
ルフ（ドイツ）地裁に，K夫人に対し，ベネルックス商標庁に対して，自己がこ
の商標の権利者ではなく，商標権者としての登録を放棄する旨の意思表示をなす
ように義務付けることを求めて，同夫人に対する訴えを提起した。第１審は請求
棄却，第２審のデュッセルドルフ高裁は管轄の問題について疑問を抱き，それに
関する先行判決を求めて，EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
本件事案では，ベネルクス商標２４に関わる問題が問われているが，ブリュッセ
ル規則２２条４号によると，商標権の登録または有効性を対象とした訴訟手続は
登録地国の裁判所の専属管轄に属するとされている。そこで，デュッセルドルフ
高裁はドイツ裁判所の管轄に疑問を抱いたわけであるが，本判決は，上記規定は，
商標権が誰の財産であるかの争いとは関係なく，ドイツ裁判所の管轄に問題はな
いとした。
本判決はまず，ブリュッセル規則２２条４号の目的は，そのような裁判所が，
知的財産権の有効性やその寄託とか登録が争われる事件を最もよく判断しうる立
場にあるので，そのような権利の登録または有効性をめぐる訴訟を，登録に事実
上，法律上近い立場にある裁判所に留保するという点にあることを強調する（本
２３ 本判決の判例研究ないし本判決を契機とする論文として，Mankowski, IPRax 2018,
355 ; Thünken, GRUR−Prax 2017, 483 ; Kindler, GRUR 2018, 1107. なお，本件事案
で問題となっているブリュッセル規則２２条４号は，現在，ブリュッセルa規則
２４条４号となっているが，それらの間に，本件事案で問われていることに影響を及
ぼすような内容的な変更はない。
２４ ベネルクス３国（オランダ・ベルギー・ルクセンブルク）は，ベネルクス商標庁
に対して商標出願をすることで，３国にまたがる商標権を取得することができると
いう制度を採用している。逆に，オランダ・ベルギー・ルクセンブルクの各国毎に
個々に商標登録を行うということはできない。なお，ベネルクス商標については，
木村三朗「外国商標制度―ベネルクス統一商標法」特許管理３３巻４号４５５頁以下
（１９８３年）参照。
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判決理由第３３節）。したがって，それとしての商標の登録に異議が述べられてい
るわけでもなく，その有効性が争われているわけでもない訴訟は，上記規定にい
う「商標の登録または有効性を対象とする」訴訟ではないし，この規定の目的に
よってカヴァーされてもいないと指摘する。知的財産権が誰の財産に帰している
かの問題は，その点で，一般的に言って，この権利の登録地と事実上，法律上の
近さを示さないのである（本判決理由第３７節）。
第２５条 当事者が，その住所にかかわりなく，加盟国の１又は複数の裁判
所が既に発生した紛争又は特定の法律関係から将来発生する紛争について
裁判すべき旨を合意したときは，当該加盟国の裁判所が管轄権を有する。
ただし，合意が当該加盟国の法によって実体的に無効であるときは，この
限りではない。当該加盟国の当該裁判所の管轄は，当事者が別段の合意を
しない限り，専属とする。管轄の合意は，以下のいずれかの方式で締結さ
れなければならない。
a） 書面又は書面による確認を伴った口頭
b） 当事者間で確立した慣行に従った方式，
又は
c） 国際取引においては，当該当事者が知っていた又は知らなければなら
なかった商慣習であり，かつ，当該業務分野におけるこの種の契約の当
事者であれば一般に知っており，通常遵守するものに沿う方式
～ 省 略
 EU司法裁判所２０１７年６月１８日判決―Case C−436/16, Leventis, ECLI : EU :
C : 2017 : 497２５，２６
【判 旨】
ブリュッセル規則２３条１項は以下のように解釈される。２つの会社の間で締
２５ 本判決の詳細については，野村秀敏「会社による管轄の合意の連帯債務者である
会社代表者に対する拘束力の有無」国際商事法務４６巻１２号１７３７頁以下（２０１８年）参
照。
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結された契約中に含まれている管轄条項を，代表者がその義務を果たす過程での，
その責任とされる不法行為についての，連帯債務者としての責任を追及される損
害賠償請求訴訟に関する裁判の裁判所の管轄を否定するために，これらの会社の
１つの代表者が主張することはできない。
【事実の概要】
船舶所有者であるM社は B社とある船舶に関して傭船契約を締結したが，後
者が前者に当該船舶を返還したのは契約よりも５か月後れた。その後の２００７年１１
月１４日，両者は「当該契約に基づく，当該契約と関連するすべての紛争はロンド
ンの高等法院の専属管轄に属する」旨の管轄の合意をした。２０１０年９月２２日，M
社は，B社とギリシャに居住するその代表者 L氏らを相手取り，不法行為に基づ
く連帯債務者としての責任を追及して，ピレウス（ギリシャ）第１審裁判所に損
害賠償請求訴訟を提起した。第１審も第２審も，管轄の合意を理由に B社に対
する訴えを却下したが，L氏らに対する請求は認容した。ギリシャ破毀院は L氏
らに対する管轄に疑問を抱き，その問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
本判決は，会社の締結した管轄の合意の効力はその代表者には及ばない旨を確
認したものである。すなわち，ブリュッセル規則２３条１項の文言（「当事者が，
……加盟国の１又は複数の裁判所が……紛争について裁判すべき旨を合意したと
きは，……」）から，同条の適用範囲は当事者が管轄条項に合意した場合に限定
されることが明らかになるとし，その管轄条項は明確かつ一義的に表現された当
事者間の意思の一致の対象でなければならず，同条１項が方式として書面を要求
しているのは，そのことを保証するためであるとする（本判決理由第３３節・第３４
節）。そして，L氏らは個人として管轄の合意を締結するという意思を表明して
いないし，それを別にしても，M社もそれらとの関係で管轄の合意に拘束され
ることに同意していないと指摘する（本判決理由第３７節）。
２６ 本判決の判例研究として，Cranschaw, jurisPR−HaGesR 2/2018 Anm.3 ; Fabig, ju-
risPR−IWR 5/2018 Anm.1 ; Keller, EWiR 2017, 611 ; Mankowski, IPRax 2018, 22. な
お，本件事案で問題となっているブリュッセル規則２条・６条１項・２３条１項・
２７条は，現在，ブリュッセルa規則４条・８条１項（事件の前に既出）・２５条１
項・２９条（事件の前に後出）となっているが，それらの間に，本件事案で問われ
ていることに影響を及ぼすような内容的な変更はない。
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ギリシャ破毀院の疑問は，被告複数の共同訴訟の場合に被告の１の住所地の裁
判所に他もまとめて訴えることを認めるブリュッセル規則６条１号（事件の
前に既出のブリュッセルa規則８条１号）に関連しているが（B社に対する訴
えと L氏らに対する訴えは関連しているから，L氏らに対する訴えも B社に対
する訴えについて管轄する裁判所に提起されるべきではないか），本判決は，６
条１号も２条の被告住所地の原則管轄の例外であること，別々の加盟国の裁判所
に同一当事者・同一請求の訴訟が係属するときは，控訴裁判所は職権で手続を停
止するとする２７条（事件の前に後出のブリュッセルa規則２９条）等，矛盾判
断を回避する手段はほかにも用意されていることを指摘して，その疑問を却下し
ている（本判決理由第３９節・第４１節・第４２節）。
第２６条 加盟国の裁判所は，既に本規則の他の規定によって管轄権を有し
ない限り，被告がその面前で応訴するときに管轄権を有する。ただし，被
告が管轄権の欠缺を主張するために応訴するとき，又は他の裁判所が第２４
条の規定に基づいて専属的な管轄権を有するときは，この限りではない。
 省 略
 EU司法裁判所２０１７年７月１３日判決―Case C−433/16, Bayerische Motoren
Werke, ECLI : EU : C : 2017 : 550２７.
【判 旨】
最初の防御書面中で，同一の書面中で提出されている別の抗弁との関係で予備
的に提出されている受訴裁判所の無管轄の抗弁は，受訴裁判所の管轄の承認と見
ることはできず，それ故，ブリュッセル規則２４条による管轄の合意に結び付く
ことはない。
【事実の概要】
本件は事件と同一事案であるが，BMWが当該訴訟に応訴するに際しては，
以下のような事情があった。すなわち，BMWは，答弁書中でまず，手続開始書
２７ 本判決の判例研究として，Koechel, IPRax 2018, 165. なお，本判決で問題となっ
ている関係条文に関しては，事件の解説と脚注を参照されたい。
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面の送達と A社の訴訟代理人の代理権の欠缺または無効を抗弁として主張した。
そして次に，予備的に，イタリア裁判所の無管轄の抗弁を提出し，さらに予備的
に，本案についての棄却を求めた。イタリア破毀院は応訴管轄の問題についても，
先行判決を求めて EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
EU意匠規則８２条１項は，共同体意匠が侵害されていない旨の確認の訴えにつ
いて，被告住所地国の裁判所の専属管轄にもかかわらず，応訴管轄に関するブ
リュッセル条約の規定の適用がありうる旨を定めている（事件の【解説】第１
段落参照）。そこで，応訴管轄が生ずるかが問題となったのであるが，本件事案
の特徴は，無管轄の抗弁が予備的にしか主張されていなかった点にある。
本判決は，そのような事情は応訴管轄が生じないことの妨げとはならないとし
たものである。その際まず，被告が無管轄の抗弁を提出し，そのようにして受訴
裁判所の管轄を承認しない意思を明らかにしているときは，受訴裁判所の管轄に
関する黙示の合意（応訴管轄）は認められない旨を確認している（本判決理由第
３２節）。そして，被告がその最初の防御書面中で受訴裁判所の管轄を明確に争っ
ていれば，この最初の防御書面に受訴裁判所の管轄に対する異議以外の事柄が記
載されているか否かにかかわらず，応訴管轄は認められないとしている（本判決
理由第３４節）。
３ 訴訟係属
第２９条 異なる加盟国の裁判所に，同一当事者間の同一の請求に関する訴
えが係属するときは，後から提訴を受けた裁判所は，最初に提訴を受けた
裁判所の管轄権が確定されるまで，職権で手続を停止する。ただし，第３１
条の適用を妨げない。
 省 略
第３２条 本節の目的のためには，裁判所は以下の時点に提訴を受けたもの
とする。
a） 手続開始書面又はそれと同等の文書が裁判所に提出された時点。ただ
し，原告がその後，文書の被告への送達を実現するために原告の義務と
される措置を怠らなかったことを前提とする，又は
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b） 省 略
第２段落 省 略
 省 略
 EU司法裁判所２０１７年５月４日判決―Case C−29/16, Hanse Yachts, ECLI :
EU : C : 2017 :６０２２８.
【判 旨】
ブリュッセル規則２７条１項と３０条１号は以下のように解釈される。訴訟係属
の場合，訴訟前に証拠調べ手続が開始された時点は，同一の加盟国において，後
に，この証拠調べの結果に基づいて提起された訴えについて裁判しなければなら
ない裁判所が，３０条１号の意味において「提訴を受けたとみなされる」時点では
ない。
【事実の概要】
グライフスヴァルト（ドイツ）に本拠のあるヨットの製造・販売会社 HY社
が，２０１０年に，フランスの P社にモーター付きヨットを販売し，ドイツで引き
渡した。P社はそれをフランスに運送した後，SMCA社に転売した。２０１１年８月
に，そのヨットのモーターに不具合が発生したので，SMCA社は，マルセイユ
（フランス）商事裁判所にフランス民事訴訟法１４５条によるレフェレの手続（訴え
提起前の証拠保全の手続）によって鑑定の申立てを行ったところ，その申立書は
２０１１年９月２２日に P社に送達された。この手続には，そのほか，モーターを製
造した V社，P社の保険者である G社および HY社も関与した。鑑定人が提出
した鑑定書に基づいて，２０１５年１月１５日，SMCA社は，ツーロン（フランス）
商事裁判所に，P社，V社，HY社に対して損害賠償請求の訴えを提起した。他
方，２０１４年１１月２１日，HY社は，HY社と P社との間の合意によって専属管轄を
有するとされているシュトラールズント（ドイツ）地裁に，P社，SMCA社，G
２８ 本判決の判例研究として，Fabig, jurisPR−IWR 5/2017 Anm.3 ; Mankowski, LMK
2017, 390645 ; Nivard, EWiR 2018, 223 ; Schlosser, IPRax 2018, 551. なお，本件事
案で問題となっているブリュッセル規則２７条１項・３０条１号は，現在，ブリュッ
セルa規則２９条１項・２２条１項 aとなっているが，それらの間に，本件事案で問
われていることに影響を及ぼすような内容的な変更はない。
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社に対して，当該ヨットとの関係で債務を負担していない旨の確認を求める消極
的確認の訴えを提起した。同地裁は，自己に係属している手続を停止すべきか否
かの問題を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
ブリュッセル規則２７条１項・３０条１号によると，異なる加盟国の裁判所に，
同一当事者間の同一の請求に関する訴えが係属するときは，後から提訴を受けた
裁判所は，最初に提訴を受けた裁判所の管轄権が確定されるまで手続を停止しな
ければならず，裁判所が提訴を受けたとされる時点は，手続開始書面が提出され
た時点とされる。したがって，本件事案でフランス裁判所のレフェレの手続と本
案手続が一体をなすものとされ，前者の手続時に既に損害賠償請求権に関する訴
訟係属があるものとされれば，ドイツ裁判所は自己の手続を停止しなければなら
ないことになるが，本判決はこれを否定したものである。
本判決はまず，ブリュッセル規則２７条・３０条の文言を示しつつ，それらは重
複した訴訟係属の問題の解決のために客観的かつ自動的な基準によっていると指
摘する（本判決理由第２８節・第２９節）。そして，フランス民事訴訟法１４５条の手続
は「訴え提起前」の手続である点などに鑑みれば，本案の手続とは独立した手続
であり，２つの手続の間には断裂があるとし，そうであれば，証拠調べを開始す
る文書は，訴訟係属の状況が存在するかの判断や提訴を受けた裁判所の決定との
関係で，本案手続の開始書面と見ることはできないと結論付ける。反対説は訴訟
係属時の簡単な決定という３０条１号の規範目的にも矛盾する（本判決理由第３２節
～第３５節）。
 その他の規則
１ EU執行名義規則
第３条〔ヨーロッパ執行名義として証明される執行名義〕 本規則は，争
いのない債権についての裁判，裁判上の和解及び公の証書について適用す
る。
債権は，以下の場合に「争いがない」ものとみなされる。
a） 債務者が，裁判所手続において明示的に，認諾により，又は裁判所に
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よって認可され若しくは裁判所の面前で手続の過程で締結された和解に
よって，債務に同意した場合，又は，
b） 債務者が，裁判所手続において，いかなる時点においても，執行名
義成立国の法の基準となる手続規定に従って，債務に対して異議を述べ
なかった場合，又は，
c） 債務者が，予め裁判所手続において債務に対して異議を述べた後，そ
の債務に関する裁判所の弁論に出頭せず，又は代理されなかった場合。
ただし，そのような態度が，執行名義成立国の法により，債務若しくは
債権者が主張した事実関係の黙示の承認とみなされるときに限る，又は，
d） 債務者が，公の証書中で債務を明示的に承認した場合。
 省 略
 EU司法裁判所２０１７年３月９日判決―Case C−484/15, Ibrica Zufikarpšic´,
ECLI : EU : C : 2017 : 197２９.
【判 旨】
EU執行名義規則は以下のように解釈される。国内規定によって強制執行手
続においてその者に付与された権能の枠内において，「信頼可能証書
（glaubwürdige Urkunde）」に基づいて活動するクロアチアの公証人は，本規則
の意味における「裁判所」の概念の下に入らない。
クロアチアの公証人によって，「信頼可能証書」に基づいて発せられ，いか
なる異議も提起されなかった執行名義は，EU執行名義規則３条１項の意味にお
ける争いのない債権に関連していない限り，ヨーロッパ執行名義として証明する
ことは許されない。
【事実の概要】
弁護士である Z氏は，G氏と，法律相談と代理に関する契約を締結したが，G
氏は，その勘定を支払わなかった。そこで，Z氏は，公証人に対して，クロアチ
ア強制執行法によって「信頼可能証書（glaubwürdige Urkunde）」とみなされる
勘定書に基づいて，G氏に対する強制執行を命ずべきことを求めた。２０１４年２月
２９ 本判決の判例研究ないし本判決を契機とする論文として，Roth, IPRax 2018, 41 ;
Cranschaw, ZInsO 2018, 1382.
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１２日に，公証人はこの文書に基づいて執行命令を発したが，それに対する債務者
の異議はなく，執行命令は確定した。２０１４年１１月１３日，Z氏は，公証人に，その
執行命令のヨーロッパ執行名義としての確認を申し立てた。しかし，公証人は執
行命令が EU執行名義規則３条１項の要件を満たしていないと考え，クロアチア
強制執行法の規定に従って，当該事件をザグレブ（クロアチア）南部地区都市裁
判所に送付した。同裁判所は，EU執行名義規則の解釈に関わる幾つかの問題を
EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
EU執行名義規則によると，ある加盟国の国内法による執行名義は，当該執行
名義成立国においてヨーロッパ執行名義としての証明を受ければ，他の加盟国に
おいて執行認可手続を経ることなく，そこで成立した執行名義と同様に執行する
ことができる。ただし，その証明を受けるには，当該執行名義が一定の要件を満
たしている必要があるが，クロアチアの「信頼可能証書」に関して，上記規則３
条１項の「争いのない債権」との要件の充足を否定したのが本判決である。
３条１項 aないし cでは裁判所手続が問題とされているが，判旨第１点は，以
下のような理由により，公証人が裁判所であることを否定したものである（本判
決理由第４３節・第４４節・第４６節）。本規則の適用の基礎にある，EU加盟国の
秩序的な司法に対する相互の信頼の確保は，執行名義成立国以外の加盟国におい
て執行が求められる裁判が，独立性と不偏性を保証されており，対審手続の原則
が遵守されている裁判所手続で下されたことを前提としている。強制執行法の
規定によると，クロアチアの公証人は，信頼可能証書に基づいて執行手続開始の
申立てについて決定することを求められる。決定の送達を受けた被告は，異議を
申し立てることができる。異議の申立てを受けた公証人は，異議手続を実施する
ために記録を管轄裁判所に送付し，その裁判所が異議について裁判する。執行
命令発布のための公証人の手続は，対審的性格を有しない。
さらに，判旨第２点は，以下のような理由により，クロアチアの公証人の執行
名義は３条１項 dの要件も満たしていないとしたものである（本判決理由第５６
節～第５８節）。公の証書は，債務者がその証書中で債務を明示的に承認したと
きにのみ，ヨーロッパ執行名義として証明することができる。本件事案では，
公証人が執行命令を発したのは，「信頼可能証書」，しかも，法律相談と代理に関
する契約に基づいて Z氏が一方的に作成した勘定書を基礎としてであった。執
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行命令の内容からは，債務者が債務を明示的に承認したということは出てこない。
債務者が異議を申し立てなかったとの事情も，３条１項 dの意味における債
務の明示の承認と等置することはできない。承認は証明されるべき公の証書中に
含まれていなければならないからである。
なお，ブリュッセルa規則との関連で，判旨第１点と同趣旨のことが本判決
と同日付けの Pula Parking事件（事件）判決判旨第１点でも述べられている。
第４条〔定義規定〕 本規則においては，以下の定義規定を適用する。
１．「裁判」とは，加盟国の裁判所によって発せられた裁判であって，判決，
決定，支払命令又は執行決定のような名称を問わず，裁判所事務官による
費用確定決定を含む。
２．～６． 省 略
７． スウェーデンにおける略式督促手続（betalningsföreläggande）では，「裁
判所」の概念はスウェーデン取立庁（kronofogdemyndighet）も含むもの
とする。
 EU司法裁判所２０１７年１２月１４日判決―Case C−66/17, Chudas´, ECLI : EU : C :
2017 :９７２３０.
【判 旨】
EU執行名義規則４条１号・７号は以下のように解釈される。裁判所手続と結
び付いた費用の額に関するものであるが，争いのない債権が問題となっているの
ではない判決中に含まれている執行力のある裁判は，ヨーロッパ執行名義として
証明することはできない。
【事実の概要】
C夫妻は，ポズナニ（ポーランド）地区裁判所に，オーバーウルズル（ドイツ）
に本拠を有する DA社を被告として，ある車の所有権を取得したことの確認を求
めて訴えを提起した。DA社には，ドイツ語訳付きの手続開始書面の抄本と期日
への呼出状が送達されたが，答弁書の提出も期日への出頭もなかった。そこ
３０ 本判決の判例研究として，Cranschaw, jurisPR−IWR 1/2018 Anm.3.
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で，２０１６年５月１８日，ポズナニ地区裁判所は請求認容の欠席判決を下し，かつ，
DA社に，C夫妻に対して，３９００ズウィティ（約９２０ユーロ）の手続費用を償還
すべき旨を命じた。この欠席判決に対する故障申立てはなく，２０１６年７月１９日，
それは確定した。その後，C夫妻は，上記判決の手続費用に係る部分につき，ヨ
ーロッパ執行名義としての証明を得るために，基本手続を開始した。それを受け
たポズナニ地区裁判所は，当該手続が EU執行名義規則の適用対象となるかに疑
問を抱き，EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
本件事案における本案の訴訟物は動産の所有権の確認請求であり，したがって，
その認容判決には執行力はなく，EU執行名義規則の適用を受けえないもので
あった。そこで，付託裁判所は，そのような判決の手続費用を規律する部分にの
み係る裁判が，ヨーロッパ執行名義として証明を受けうるかについて疑問を抱い
て付託したのであるが，本判決は，これを否定した。
本判決はまず，裁判が争いのない債権に関するものであって，執行名義成立国
において執行しうるものでなければならない（EU執行名義規則６条１項 b）こ
とを確認している（本判決理由第２８節）。そして，裁判所手続の費用の額に関す
る執行しうる裁判を含む裁判は，この費用に関してもヨーロッパ執行名義として
証明しうるとする EU執行名義規則７条を援用し，この規定の文言上，費用の額
に関する裁判は独立の裁判ではなく，付随的な裁判に過ぎないことを指摘する。
すなわち，７条の「も」という文言から，費用の額に関する執行しうる裁判は，
本案の裁判が，同規則の対象に沿って，争いのない債権に関するものである場合
にのみ，ヨーロッパ執行名義として証明されうることになるとする（本判決理由
第３０節）。
本判決は自ら，このような結論には上記規則４条１号に鑑みて疑問が提出され
るかもしれないとの問題を提出し，これを以下のような理由で否定している。す
なわち，７条の規定からいって，争いのない債権に関する本案の裁判と無関係に，
費用の額についての裁判をヨーロッパ執行名義として証明することは認められな
い。この費用に関する裁判は，本案の裁判に依存して下され，後者だけがヨーロッ
パ執行名義としての証明を正当化しうるから，４条の概念規定は規則が適用可能
かの問題に影響しない（本判決理由第３１節・第３２節）。
付託裁判所は，執行国における執行認可手続の廃止によって，争いのない債権
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に関しての裁判等の加盟国間での自由な交通を促進するという，EU執行名義規
則の目的からすると異なった結論になるのではないかとの疑問を提出していた。
本判決は，この疑問も，以下のような理由によって否定している。この規則によっ
て導入された判決の承認に関する一般原則とは異なった規律の適用範囲は厳格に
解釈されるべきであるから，上記目的は，７条から導かれる規則の適用範囲の解
釈を疑問とすることはない（本判決理由第３３節）。
２ EU送達規則
 EU司法裁判所２０１７年３月２日判決―Case C−354/15, Henderson, ECLI :
EU : C : 2017 : 157３１.
【判 旨】
EU送達規則は，以下のような国内規法定の妨げとなると解釈される。すな
わち，他の加盟国の主権領域に居住する被告に送達される裁判上の文書が，被告
に理解しうる言語で，若しくは受託加盟国の公用語で，又は受託加盟国に複数の
公用語があるときは，送達がなされるべき地の公用語若しくは公用語の１で作成
されていない，又は上記言語の１への翻訳が添付されていないときは，本規則付
録の書式の転達のないことは，無効が一定の期間内に，又は手続開始後直ぐの
本案についての防御の開始前の時期に，被告によって主張されなければならない
と〔いう条件の下で，であるに〕しても，この送達の無効を来すとする，基本手
続において問題となっているような国内法規定の妨げとなる。
それがなかったことは，むしろ，関係人にその付録中の書式が転達されるこ
とによって，上記規則に則り，その規定に従って是正されなければならない。
EU送達規則は以下のように解釈される。郵便機関による手続開始書面の送
達は，以下の場合にも有効である。
――受取人に送達されるべき書面を含む書留郵便の配達証明が，別の書類で代替
されている場合。ただし，この書類が情報と証明に関して同等の保証を与え
る場合に限り，受取人が，その防御権を適切に考慮した条件の下に，当該書
類を入手したことを確認することは，転達した加盟国において提訴を受けた
裁判所の役割である。
３１ 本判決の判例研究として，Capaul, EuZW 2017, 349.
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――送達されるべき書面が，法定の受取人自身に交付されなかったが，法定の受
取人の通常の住居に所在し，かつ，法定の受取人の家族の一員であるか，又
はその許で就業する成年者に渡された場合。必要な場合，転達をした加盟国
の提訴を受けた裁判所の面前で許されるあらゆる証明手段を利用して，他の
加盟国における自己に対する裁判所手続の開始を実効的に知ることができな
かった，若しくは申立ての対象と原因を知ることができなかった，又は防御
を準備するために十分な時間を有しなかったということを証明するのは，法
定の受取人の義務である。
【事実の概要】
ポルトガルに本拠のある B銀行は，アイルランドに住所を有する H氏と，ポ
ルチマオ（ポルトガル）に所在し，B銀行が所有する２つの事務所スペースに関
して賃貸借契約を締結し，それを H氏に引き渡した。ところが，H氏が賃料を
支払わないので，B銀行は，２０１４年４月１４日付けの書留郵便によって契約を解除
した。B銀行は，ファロ（ポルトガル）地区裁判所に，賃貸目的物の引渡しを求
める明渡断行の仮処分を申し立てた。ファロ地区裁判所は，アイルランドの住所
の H氏に宛てて，配達証明付きの書留郵便によって申立書を送達した。配達証
明が戻ってこなかったので，地区裁判所がポルトガル郵便に問合せをしたところ，
アイルランドの郵便管理者の記録によると，２０１４年７月２２日に受取人に交付され
たとのことであった。地区裁判所は，H氏は応訴しておらず，申し立てられた措
置に異議を述べていないことを確認した上で，申立てを認容した。H氏は，エヴォ
ラ（ポルトガル）控訴裁判所に控訴を提起し，手続開始書面の送達の無効を主張
したが，第１審判決は維持された。これに対する異議を受けた控訴裁判所は，送
達に関わる問題点を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
EU送達規則８条１項は，申立書が受取人の理解しうる言語等で作成されてい
ないか，そのような言語等への翻訳が添付されていない場合は，転達の受託官庁
は，当該規則付録の書式を使用して，受取人に当該文書の受取りを拒絶できる
旨を教示しなければならないとしている。他方，ポルトガル民事訴訟法１９１条１
項は，送達は法定の方式でなされていないときは無効であると規定し，同条２項
は，この無効は，手続開始書面に対する答弁のための期間内に，又はそのような
期間の設定がないときは，手続における最初の応訴の際に，主張されなければな
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らないとしている。基本事件では，地区裁判所の手続開始書面をアイルランドの
住所の H氏宛てに送達する書留郵便には，EU送達規則付録において定められ
ている書式が添付されていなかった（本判決理由第４４節）。そうすると，上記ポ
ルトガル民事訴訟法の規定によると，H氏への送達の方式には瑕疵があって無効
ということになるが，H氏はその無効を手続の開始段階で主張していなかったの
で，そのような瑕疵はもはや問題にしえないことになりそうである。判旨第１点
は，EU送達規則上，そのようなことは認められない旨と，そのような瑕疵にど
のように対処したらよいかを判示したものである。
この点に関連し，本判決はまず，上記の場合の受取り拒絶の可能性は受取人の
防御権を保障するための権利であることを強調する（本判決理由第４９節～第５１節）。
そして，防御のためには受取人は送達書類を実際に受け取るだけでなく，理解し
うることが必要であり，そうでない場合には，受取りを拒絶できなければならず，
したがって，書式によるこの点の教示は重要な意義を有する旨を指摘する（本判
決理由第５２節～第５４節）。もっとも，本判決は，受託官庁が教示のための書式を
送達書類に添付していなかったからといって，送達書類が無効であったり，送達
手続が無効になったりするわけではないとも指摘する。そのようなことは，加盟
国間の民商事事件における文書の転達の直接的，迅速かつ有効な方式を定めると
いう EU送達規則の目的に背馳するからである（本判決理由第５７節）。そうでは
なくして，受託官庁は，規則の規定に従って，正式に転達を行うことによって，
瑕疵の是正を図らなければならないのである（本判決理由第５８節）。
H氏は，手続開始書面の送達が無効である理由として，配達証明がないという
点や，送達が H氏自身になされていないという点も指摘していた。判旨第２点
は，送達は配達証明以外の書類によっても証明されうること，送達書類は名宛人
以外の者が受け取ることもできることを判示したものである。
前者の点に関し，本判決はまず，EU送達規則１４条で，郵便機関による送達の
場合に，配達証明かそれと同等の証明書付きの書留郵便によることが求められて
いることを指摘する（本判決理由第７４節）。そして，書留郵便によるのは，受取
人が実際に送達書類を入手して，適切に防御しうるようにするためであり，配達
証明の役割は，受託加盟国における受取人による送達書類の受取りと書類を交付
した際の事情（交付の時間，場所，相手方，その者の署名）を証明する点にある
とする（本判決理由第７５節～第７７節）。その上で，１４条が「同等の証明書付き」
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でよいとしている点から，送達の手段は，配達証明付きの書留郵便ではなくとも，
受取人が実際に書類を受け取ることができることと，その際の事情の証明に関し
て，それと比肩しうる程の確実性を保証する手段であればよいと帰結する（本判
決第８０節～第８２節）。ただし，争いのある場合には，書類の転達の際の具体的な
事情に基づいて，送達の適式性を証明するのは送付者の責任であり，転達をする
加盟国の裁判所は，個別事件の事情を考慮してその点を判断しなければならない
（本判決理由第８３節）。
後者の点に関し，本判決は，EU送達規則１９条１項 b（「呼出状の送達目的での
他の加盟国への転達が必要であり，被告が応訴しなかった場合，書面が被告個人
に手渡しで交付され，又は別の手続に従って被告の『住居』において交付された
こと等が確認されるまで，手続を停止する。」）から，送達書面は受取人自身に交
付しなくともよい場合があることが導かれるとする（本判決理由第８７節）。そし
て，被告の防御権の保障の観点から，「住居」の概念は，書面の法定の受取人が
通常居住し，滞在する場所と理解されなければならないし，法定の受取人に代わっ
て書面を受け取る第三者は，法定の受取人と同一の住所で生活している家族であ
るか，その受取人によってそこで雇用されている成年者である必要があるとする
（本判決理由第９３節～第９５節）。ただし，これらの事情が当てはまる場合でも，転
達をした加盟国の提訴を受けた裁判所の面前で許されるあらゆる証明手段を利用
して，他の加盟国における自己に対する裁判所手続の開始を実効的に知ることが
できなかった，若しくは申立ての対象と原因を知ることができなかった，又は防
御を準備するために十分な時間を有しなかったということを証明する可能性は，
法定の受取人に残されている（本判決理由第９８節）。
３ EU倒産手続規則
 EU司法裁判所２０１７年１１月９日判決―Case C−641/16, Tünkers, ECLI : EU :
C : 2017 : 847.
事件と同一事件である。
 EU司法裁判所２０１７年１２月２０日判決―Case C−649/16, Valach, ECLI : EU : C :
2017 : 946.
事件と同一事件である。
246 専修法学論集 第１３６号
第１６条〔全債権者の利益を害する行為〕 全債権者の利益を害する行為によっ
て利益を受けた者が，以下のことを証明するときは，第７条第２項m〔全
債権者の利益を害する法的行為の無効，否認，相対無効の問題には倒産手
続開始国法が準拠法となるとする規定〕は適用されない。
a） この行為について，手続開始国法以外の加盟国の法が適用され，かつ，
b） その場合において，この加盟国の法が，いかなる方法においても，
この行為を争うことを認めていないこと。
 EU司法裁判所２０１７年６月８日判決―Case C−54/16, Vinyls Italia, ECLI : EU :
C : 2017 : 946３２.
【判 旨】
２００２年 EU倒産手続規則１３条は以下のように解釈される。全債権者の利益を
害する行為によって利益を受けた者は，この行為を倒産手続開始国法（lex fori
concursus）によって否認する訴えに対抗するために，この規定による抗弁をど
のような形式で，かつ，どのような期間内に提出しなければならないかの問題，
および，管轄裁判所は，職権によってでも，この規定を適用することが許される
か――場合によっては，当該当事者のために定められた期間の経過後であって
も――の問題は，当該訴訟が係属する加盟国の手続法による。ただし，この法は，
国内法に服する同種の事実関係を規律する法よりも不利であってはならず（同等
原則），また，EU法によって与えられた権利の行使を事実上不可能にしたり，
過度に困難にしたりしてもならないが（実効性原則），これらのことを審査する
のは，付託裁判所の役割である。
２００２年 EU倒産手続規則１３条は以下のように解釈される。証明責任を負った
当事者は，否認されるべき行為の準拠法（lex causae）が利益を害するものとみ
られた行為の否認を認めている場合に，この行為の否認が奏功するために満たさ
れていなければならない，破産手続開始国法とは異なった要件が，具体的な場合
３２ 本判決の判例研究として，Mankowski, NZI 2017, 637 ; Hübler, NZI 2017, 652 ;
Keller WuB 2018, 42 ; Thole, IPRax 2018, 388. なお，本件事案で問題となっている
２００２年（成立は２０００年）倒産手続規則１３条は改訂された２０１５年倒産手続規則では１６
条となっているが，それらの間に内容的な変更はない。
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に存在しないことを証明しなければならない。
２００２年 EU倒産手続規則１３条は，当該事実関係の他のすべての重要な要素も
存在する１つの同一の加盟国に所在する契約当事者が，この契約の準拠法として
他の加盟国の法を指定した場合でも，有効に援用することができる。ただし，当
該当事者がこの法を選択したのが詐欺的方法や濫用的方法によるのではないとい
うこと――このことを審査するのは，付託裁判所の役割である――が前提とされ
る。
【事実の概要】
イタリアに本拠のある V社は，同じくイタリアに本拠を有するM社に対して，
ある船舶の傭船料として，合計で約４５万ユーロを支払った。その後，V社は特別
管理手続下に入り，さらには倒産手続の開始決定を受けた。V社の管財人は，こ
の支払を否認し，支払額の返還を求めて，M社を相手取って，ヴェネツィア（イ
タリア）第１審裁判所に訴えを提起した。
EU倒産手続規則４条２項mによると，本件否認の準拠法は倒産手続開始国法
であるイタリア法である。イタリア倒産法６７条２項は，「他方当事者が債務者の
支払不能を知っており，支払が倒産手続開始前６月内になされたとき」に，特定
の期限の到来した債務に対する支払の否認を認めている。ただし，同規則１３条に
よると，受益者が，否認される行為について手続開始国法以外の加盟国の法が準
拠法となり，当該の場合に，その準拠法が当該行為を争うことを認めていないこ
とを証明したときには，４条２項mの適用は排除される。M社は，当事者の選
択によって本件傭船契約の準拠法とされたイギリス法（倒産法２３９条２項・３項
は，〔倒産〕会社が〔一定の〕基準時に他方当事者に特別利益を与えたときは，
倒産管財人は，特別利益の供与がなかったならば，そうであったろう原状を回復
するための適当な命令を求めることができるとする）によると否認は認められな
い〔相手方が支払不能を知っていたことによる否認を認めていないとの趣旨であ
ろう〕との主張・立証をした。しかし，V社によれば，そのような訴訟上の抗弁
には，倒産否認訴訟の係属する加盟国の手続法の定める期間内における当事者に
よる主張が必要であるが，本件事案ではその期間が徒過している（イタリア民事
訴訟法１６７条によると，被告は，答弁書中で，裁判所が職権で考慮すべきではな
い訴訟法上，実体法上の抗弁を提出しなければならないとされている）。
ところで，契約債務の準拠法に関するローマ規則の１条１項は，同規則は複
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数の国の法との結び付きのある債務関係に適用になるとしつつ，３条３項は，「法
選択時において，その法が準拠法として指定された国以外の国に，事実関係の準
拠法以外の他のすべての要素が所在する場合，当事者の法選択によっても，この
他の国の法の強行規定の適用を妨げない」として，当事者による準拠法選択の効
果を制限している。そして，付託裁判所は，２つのイタリアに所在するイタリア
法人の間にイタリアで締結された，イタリアの国籍旗の下に航行する船舶による
輸送のための傭船契約が問題となっているが，当該契約は英語によっており，ロ
ンドンの海事仲裁裁判所が仲裁裁判所として指定されていると指摘しつつ，基本
事件の事実関係に複数の国の法との結び付きがあるかは，一義的に明らかではな
いとする。また，イギリス法は一般的に否認の可能性を排除しているのではなく，
倒産手続開始国法であるイタリア法とは異なって，支払不能に関する債権者の悪
意を不要とする一方で，否認の可能性を，債権者に特別利益を与えることについ
ての債務者の故意という要件に係らしめているだけであると指摘する。
このような事情の下で，ヴェネツィア第１審裁判所は，否認に関する幾つかの
問題点を EU司法裁判所に付託した。
【解 説】
判旨第１点は，倒産手続開始国法による否認に対抗するための EU倒産手続規
則１３条の問題は抗弁により主張されなければならないか，それを提出するための
形式，期間どうか，あるいは裁判所は職権によってでも同条の問題を取り上げる
ことができるかの問題は，否認訴訟の係属する国の法による旨を判示したもので
ある。この点に関し，本判決はまず，訴訟の枠内において１３条を援用するための
形式や期間に関しては，EU法上，明文規定がないことを確認する。そしてその
場合には，手続自治の原則によって，同等原則と実効性の原則を前提としつつ，
これらの点を確定するのは，各加盟国の国内法の役割であるとする（これは確定
判例であるとして，Judgment of the Court of 15 October 2015 in Nike European
Operations Netherlands, C−310/14, ECLI : EU : C : 2015 : 690, para.28を引用する）。
したがって，１３条に係ることで問われている問題に関しては，否認訴訟が係属す
る加盟国の手続法によることになる（本判決理由第２５節～第２７節）。
判旨第２点は，証明責任を負った当事者は，否認されるべき行為の準拠法が一
般的かつ抽象的に，害するものとみなされる行為の否認の可能性を規定していな
いことを証明すれば足りるのか，否認の可能性はあるけれども，倒産手続開始国
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法と異なるその準拠法の否認の要件が具体的場合に満たされていないことを証明
すべきであるのか，の問題について，後者であると答えたものである。この点に
関し，本判決は，行為時に，当該行為の準拠法によればその行為は否認されない
はずであると信じていた行為者の信頼を保護するという EU倒産手続規則１３条の
目的からすると，この規定の適用には個別事件の具体的事情の考慮が必要になり，
抽象的な判断には正当な利益はないと指摘する。また，１３条は例外規定であるか
ら，厳格に解釈されるべきであるとする。さらに，１３条の適用に関し，かつ，否
認の相手方が，否認の訴えで，当該行為はそこに定められた事情の下においての
み否認可能であるとする否認されるべき行為の準拠法の規定を援用する場合，そ
の事情の不存在を主張・立証することは相手方の責任であるとも指摘する（本判
決理由第３５節～第３８節。以上３点は，先にも引用した先例が述べていたことであ
る。Judgment of the Court of 15 October 2015 in Nike European Operations Neth-
erlands, C−310/14, ECLI : EU : C : 2015 : 690, paras.20, 21, 31）。
ローマ規則３条１項に鑑みれば，当事者が選択した準拠法がイギリス法であ
るという以外にあまりイギリスと関係を有しない本件基本事件では，EU倒産手
続規則１３条を援用してイギリス法を否認の準拠法とすることは排除されるのでは
ないかとも思える。判旨第３点は，基本的にこの排除を否定したものである。そ
の理由として，本判決はまず，国際商取引においては，契約当事者が準拠法を指
定する可能性を利用するのは通常のことであり，この可能性は２００２年 EU倒産手
続規則公布の際に既に存在したにもかかわらず，同規則１３条もその他の規定も，
それに制限を加えていないと指摘する（本判決理由第４５節・第４６節）。また，同
規則考慮事由２３項は，同規則は倒産領域に関して，各国の国際私法規定に代わる
統一的な抵触規定を設けるとしており，したがって，同規則４条・１３条はローマ
規則に対する特別法であるという（本判決理由第４７節・第４８節）。そして，こ
れらのことから，ローマ規則３条３項は，準拠法以外の事実関係のすべての要
素が準拠法の所属国以外の国に所在する場合に，EU倒産手続規則１３条の適用に
際して当事者の法選択が考慮されるべきかの問題には関係がなく，専ら後者の規
則，特にその目的に照らして判断すればよいとする。つまり，後者の１３条には，
前者の３条３項のような例外は含まれていないから，当事者の法選択は基本的に
無制限に尊重されてよく，例外は詐欺や濫用がある場合だけである（本判決理由
第４９節～第５１節）。
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